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旭川直轄河川改修事業

旭川直轄河川改修事業（旭川放水路）



 

  

河川改修事業の再評価項目調書 

事 業 名 (箇所名) 旭川
あさひがわ

直轄河川改修事業 

実  施  箇  所 旭川水系直轄管理区間 岡山県岡山市 

該  当  基  準 再評価実施後一定期間（3年）が経過している事業 

事  業  諸  元 
旭川本川の築堤・河道掘削・護岸整備等 

旭川放水路の建設、百間川河口水門の建設 

事  業  期  間 

旭川直轄河川改修事業（整備期間20年）：平成24年度～平成43年度 

残事業（整備期間15年）       ：平成29年度～平成43年度 

当面想定している事業（整備期間6年） ：平成29年度～平成34年度 

総 事 業 費 (億円) 
（整備期間20年） 約253 

（整備期間 6年） 約 70 
残 事 業 費 (億円)

（整備期間15年）約116 

（整備期間 6年）約 70 

目 的 ・ 必 要 性 

旭川は岡山県の中央部に位置し、下流部は資産が集中する岡山市街地を貫流して児

島湾に注いでいる。 

下流部の岡山市街地は、干拓等によって形成された低平地に発達しており、ゼロメ

ートル地帯が広がっているため、洪水・高潮等に脆弱な地形となっている。 

昭和９年９月の室戸台風により旭川・百間川の堤防が決壊するなど甚大な被害を受

けた。その後も近年では平成１０年１０月洪水の浸水被害や平成１６年８月の高潮被

害が発生した。 

以上の状況より、再度災害防止の観点から、早期に旭川本川の改修、旭川放水路と

百間川河口水門の建設を進める必要がある。 

 

〈洪水実績〉 

・昭和47年 7月洪水：家屋浸水戸数約4,300戸、浸水面積3,278ha 

・平成10年10月洪水：家屋浸水戸数約 970戸、浸水面積 389ha 

 

〈災害発生時の影響：想定氾濫区域内〉 

 ○人  口：約479,239 人 

 ○世 帯 数：約207,099 世帯 

 ○重要な公共施設等：岡山県庁、岡山市役所、岡山市水道局、岡山県警本部 

           岡山市消防局、岡山地方裁判所、岡山中央郵便局 

           岡山市立中央図書館、中四国農政局、ＪＲ山陽新幹線他７線

一般国道2･30･53号、岡南飛行場、新岡山港 

 ○要配慮者利用施設：岡山中央病院、岡山市民病院、岡山大学病院 

岡山赤十字病院 

 ○そ   の   他：岡山一番街（地下街）、後楽園、岡山ドーム、県立美術館、 

オリエント美術館 

便 益 の 主 な 根 拠 
年平均浸水軽減世帯数 3,536世帯（残事業 3,426世帯、当面事業 2,377世帯） 

年平均浸水軽減面積  333ha    （残事業   305ha、当面事業 240ha） 

事 業 全 体 の 

投 資 効 率 性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

 

全体事業 総便益 17,482 総費用 281 62.2 17,201 317.4% H28 

残事業 総便益 13,947 総費用 128 109.4 13,820 435.1% H28 

感 度 分 析 

 残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10％ ～-10％） 102.4 ～ 117.4 60.3 ～ 64.2 

残 工 期（+10％ ～-10％） 110.0 ～ 108.6 62.7 ～ 61.6 

資  産（-10％ ～+10％） 98.8 ～ 119.9 56.2 ～ 68.2 

当面の段階的な整備（H29～H43）：B/C＝138.4 
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事 業 の 効 果 等 

旭川下流地区および百間川において、昭和47年7月洪水が再び発生した場合でも、浸

水被害を防止または軽減できる。また、既往最高潮位を記録し、浸水被害をもたらし

た平成16年8月台風16号による高潮が再び発生しても、国管理区間からの浸水を防止で

きる。旭川中流地区において、昭和47年7月洪水が再び発生した場合でも、浸水被害を

防止できる。（下牧4,700m3/s：S47洪水規模時） 

浸水世帯数38,709世帯 ⇒    0世帯 

浸水面積  4,445ha  ⇒   0ha 

被 害 額  7,166億円 ⇒   0億円 

社会情勢等の変化 

＜治水計画＞ 

・旭川水系河川整備基本方針の策定（平成 20 年 1 月） 

・旭川水系河川整備計画の策定（平成 25 年 3 月） 

＜地域開発の状況＞ 

・沿川は岡山市街地として高度な土地利用が進んでいる。岡山市は平成 21 年 4月に

政令指定都市に移行。 

＜地域の協力体制＞ 

・旭川水系の関係市町村が「旭川・百間川（旭川放水路）改修促進期成会」を組織

し、旭川水系の治水対策の促進を強く要望している。 

・岡山県、岡山市、地域住民、市民団体等と協調して事業を進めている。 

＜事業に関わる地域の土地利用、人口、資産等の変化＞ 

【主要自治体（岡山市）指標】 

○人 口  ：1.05倍（709,584人／674,746人）   〈H22数値／H17数値〉 

内高齢者率：1.14倍（21.3％／18.7％）      〈    〃     〉 

○世 帯 数：1.08倍（296,790世帯／275,242世帯）  〈    〃     〉 

○事 業 所：0.95倍（31,984事業所／33,649事業所）〈H24数値／H21数値〉 

○耕地面積 ：1.24倍（10,903ha／8,804ha）     〈H22数値／H17数値〉 

（出典）人口・世帯数：国勢調査（H22、H17）、事業所：経済センサス（H24、H21）

      耕地面積：農林業センサス（H22、H17） 
※平成19年1月に、岡山市、建部町、瀬戸町が合併している。 

事業の進捗状況 

・主要事業の進捗状況 

【旭川放水路事業】 

○工事進捗状況 平成23年度末 平成27年度末 

  掘  削 ： 約 81 %  →  100 % 

  築  堤 ： 約 99 %   → 約 99 % 

【百間川河口水門事業】 

○工事進捗状況 平成23年度末 平成27年度末 

水門本体工：   100 %  →  100 % 

機械設備工：  100 %    →  100 % 

橋梁工  ：   100 %    →  100 % 

  防潮堤工 ：   44 %  →  100 % 

【築堤（高潮堤）】 

○工事進捗状況 平成23年度末 平成27年度末 

           0%  →   約83 % 

・平成25年3月 旭川水系河川整備計画（国管理区間）策定 

・整備計画対象期間 概ね20年を目標に事業を遂行予定 

・百間川河口水門事業は、平成27年3月に完成 

事業の進捗の見込み 

・旭川放水路事業は、平成 30 年度末に完成予定である。 

・現在、地元及び関係機関と事業調整を行いつつ百間川分流部の改築、高潮堤防の整

備を行っている。 

コスト縮減や代替案

立案等の可能性 

【コスト縮減】 

・新技術・新工法を活用するとともに、関係機関等との事業調整、建設発生土の有効

利用を図り、コスト縮減に努める。 

【代替案立案の可能性】 

 現状での事業の進捗状況並びに残事業における費用対効果も高いことから、代替案

を検討する必要が無いと考える。 

対 応 方 針 (原案) 継続 
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対 応 方 針 理 由 

・旭川水系の治水安全度向上の必要性、費用対効果、地元の協力体制等を鑑み、継続

が妥当である。 

・早期の治水安全度向上に向け、引き続き事業の推進を図り、早期に完成させること

が必要である。 

・今後の詳細な設計段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも配

慮して事業を進め、より一層の事業効果の発現に努める。 

そ の 他 － 
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河川改修事業の再評価項目調書 
事 業 名 (箇所名) 旭川

あさひがわ

直轄河川改修事業（旭川
あさひがわ

放水路） 

実  施  箇  所 旭川水系百間川 岡山県岡山市 

該  当  基  準 再評価実施後一定期間（3年）が経過している事業 

事  業  諸  元 旭川放水路の建設、百間川河口水門の建設（平成27年3月完成） 

事  業  期  間 
旭川放水路事業（整備期間49年）：昭和45年度～平成30年度 

残事業（整備期間2年）     ：平成29年度～平成30年度 

総 事 業 費 (億円) 整備期間（49年）約903 残 事 業 費 (億円) 整備期間（2年）約21 

目 的 ・ 必 要 性 

旭川は岡山県の中央部に位置し、下流部は資産が集中する岡山市街地を貫流して児

島湾に注いでいる。 

下流部の岡山市街地は、干拓等によって形成された低平地に発達しており、ゼロメ

ートル地帯が広がっているため、洪水・高潮等に脆弱な地形となっている。 

旭川の放水路である百間川は、江戸時代岡山城下の洪水防御と、干拓による新田開

発を目的として築造された。 

戦後、昭和9年洪水（既往最大）や市街化に伴い、旭川・百間川沿川の治水機能向上

のため旭川本川の改修を進めるとともに、百間川においても昭和49年度より既存放水

路を活用した改修に、本格的に着手した。 

分流部の計画対応への改修により、放水路機能の早期効果発現を目指す。 

 

〈洪水実績〉 

・昭和47年 7月洪水：家屋浸水戸数約4,300戸、浸水面積3,278ha 

・平成10年10月洪水：家屋浸水戸数約 970戸、浸水面積 389ha 

 

〈災害発生時の影響：想定氾濫区域内〉 

 ○人  口：約479,239 人 

 ○世 帯 数：約207,099 世帯 

 ○重要な公共施設等：岡山県庁、岡山市役所、岡山市水道局、岡山県警本部 

           岡山市消防局、岡山地方裁判所、岡山中央郵便局 

           岡山市立中央図書館、中四国農政局、ＪＲ山陽新幹線他７線

一般国道2･30･53号、岡南飛行場、新岡山港 

 ○要配慮者利用施設：岡山中央病院、岡山市民病院、岡山大学病院 

岡山赤十字病院 

 ○そ   の   他：岡山一番街（地下街）、後楽園、岡山ドーム、県立美術館、 

オリエント美術館 

便 益 の 主 な 根 拠 
年平均浸水軽減世帯数 3,242世帯（残事業 1,404世帯） 

年平均浸水軽減面積  341ha  （残事業 146ha） 

事 業 全 体 の 

投 資 効 率 性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

 

全体事業 総便益 18,504 総費用 3,720 5.0 14,785 10.6% H28 

残事業 総便益 7,290 総費用 50 146.6 7,240 510.1% H28 

感 度 分 析 

 残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10％ ～-10％） 141.3 ～ 152.2 5.0 ～ 5.0 

残 工 期（+10％ ～-10％） 144.9 ～ 151.8 4.9 ～ 5.1 

資  産（-10％ ～+10％） 132.4 ～ 160.7 4.5 ～ 5.4 
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事 業 の 効 果 等 

・昭和47年7月洪水が再び発生した場合でも浸水被害を防止できる。 

浸水世帯数 64,732世帯 ⇒      35,080世帯 

浸水面積   5,821ha  ⇒     2,745ha 

被 害 額  10,535億円 ⇒    6,061億円 

・基準点である下牧地点に計画高水流量6,000m3/sと同規模な洪水が発生しても、旭川

放水路へ2,000m3/sの分流を行うことで、岡山市の洪水被害を軽減する。 

社会情勢等の変化 

＜治水計画＞ 

・旭川水系河川整備基本方針の策定（平成 20 年 1 月） 

・旭川水系河川整備計画（国管理区間）の策定（平成 25 年 3 月） 

＜地域開発の状況＞ 

・沿川は岡山市街地として高度な土地利用が進んでいる。岡山市は平成 21 年 4月に

政令指定都市に移行。 

＜地域の協力体制＞ 

・旭川水系の関係市町村が「旭川・百間川（旭川放水路）改修促進期成会」を組織

し、旭川水系の治水対策の促進を強く要望している。 

・岡山県、岡山市、地域住民、市民団体等と協調して事業を進めている。 

＜事業に関わる地域の土地利用、人口、資産等の変化＞ 

【主要自治体（岡山市）指標】 

○人 口  ：1.05倍（709,584人／674,746人）   〈H22数値／H17数値〉 

内高齢者率：1.14倍（21.3％／18.7％）      〈    〃     〉 

○世 帯 数：1.08倍（296,790世帯／275,242世帯）  〈    〃     〉 

○事 業 所：0.95倍（31,984事業所／33,649事業所）〈H24数値／H21数値〉 

○耕地面積 ：1.24倍（10,903ha／8,804ha）     〈H22数値／H17数値〉 

（出典）人口・世帯数：国勢調査（H22、H17）、事業所：経済センサス（H24、H21）

耕地面積：農林業センサス（H22、H17） 
※平成19年1月に、岡山市、建部町、瀬戸町が合併している。 

事業の進捗状況 

・主要事業の進捗状況 

【旭川放水路事業】 

 ○工事進捗状況     平成23年度末  平成27年度末 

     掘   削 ：   約 81 %  →    100 % 

     築   堤 ：   約 99 %   →  約 99 % 

【百間川河口水門事業】 

 ○工事進捗状況     平成23年度末  平成27年度末 

水門本体工 ：    100 %  →   100 % 

   機械設備工 ：    100 %    →   100 % 

橋梁工   ：     100 %    →   100 % 

     防潮堤工  ：     44 %  →    100 % 

・平成25年3月 旭川水系河川整備計画（国管理区間）策定 

・百間川河口水門事業は、平成27年3月に完成 

事業の進捗の見込み 
・旭川放水路事業は、平成 30 年度末に完成予定である。 

・現在、地元及び関係機関と事業調整を行いつつ百間川分流部の改築を行っている。 

コスト縮減や代替案

立案等の可能性 

【コスト縮減】 

・新技術・新工法を活用するとともに、関係機関等との事業調整、建設発生土の有効

利用を図り、コスト縮減に努める。 

【代替案立案の可能性】 

・現状での事業の進捗状況並びに残事業における費用対効果も高いことから、代替案

を検討する必要が無いと考える。 

対 応 方 針 (原案) 継続 

対 応 方 針 理 由 

・事業の進捗状況、費用対効果を鑑み、継続が妥当である。 

・旭川水系の治水安全度向上のためには、放水路への計画どおりの分流（2,000m3/s）

は不可欠であり、早期の完成が必要である。 

・今後の事業実施にあたっては、地域との連携を深め、新技術・新工法等を活用し、

コスト縮減に引き続き取り組みつつ、効率的かつ効果的に事業を継続する。 

そ の 他 － 

－ 5 －
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川
改
修
事
業
（
当
面
６
年
間
）
【
H
2
9
 
～
H
3
4
】

・
便
益
の
算
出
方
法
、
費
用
便
益
比
（
Ｂ
／
Ｃ
）
算
出
、
事
業
効
果

④
事
業
の
進
捗
状
況
、
今
後
実
施
す
る
事
業
内
容
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○
岡
山
市
の
人
口
は
平
成
1
7
年
と
平
成
2
2
年
を
比
較
す
る
と
増
加
し
て
い
る

○
岡
山
市
は
平
成
2
1
年
4
月
に
政
令
指
定
都
市
に
移
行

○
沿

川
は
岡

山
市

街
地

と
し

て
高

度
な

土
地
利
用
が
進
ん
で
い
る

○
旭

川
水
系

の
関

係
市

町
村

が
「

旭
川

・
百
間
川
（
旭
川
放
水
路
）
改
修
促
進
期
成
会
」
を
組
織
し
、
旭
川
水
系

の
治

水
対

策
の

促
進

を
強

く
要

望
し

て
い

る

①
事

業
の
必

要
性

等
に

関
す

る
視

点

②
事

業
の
進

捗
の

見
込

み
の

視
点

○
旭
川
放
水
路
に
つ
い
て
は
、
平
成
3
0
年
度
末
に
完
成
予
定
で
あ
る

○
現

在
、
地

元
及

び
関

係
機

関
と

事
業

調
整
を
行
い
つ
つ
百
間
川
分
流
部
の
改
築
、
高
潮
堤
防
の
整
備
を
行
っ
て

い
る

③
コ

ス
ト
縮

減
や

代
替

案
立

案
等

の
可

能
性

○
新

技
術
・

新
工

法
を

活
用

す
る

と
と

も
に
、
関
係
機
関
等
と
の
事
業
調
整
、
建
設
発
生
土
の
有
効
利
用
を
図
り

、
コ

ス
ト

縮
減

に
努

め
る

○
現

状
で
の

事
業

の
進

捗
状

況
並

び
に

残
事
業
に
お
け
る
費
用
対
効
果
も
高
い
こ
と
か
ら
、
代
替
案
を
検
討
す
る

必
要

が
無

い
と

考
え

る

1
）
事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

2
）
事
業
の
投
資
効
果

○
費
用
便
益
比
（
平
成
2
8
年
度
評
価
時
点
）

全
体
事
業
（
B
/
C
）
=
6
2
.
2

残
事
業
（
B
/
C
）
=
1
0
9
.
4

当
面
6年

間
（
B
/
C
）
=
1
3
8
.
4

3
）
事
業
の
進
捗
状
況

○
平
成
2
5
年
3
月

旭
川
水
系
河
川
整
備
計
画
（
国
管
理
区
間
）
策
定

○
河
川
整
備
計
画
対
象
期
間

概
ね
2
0
年
を
目
標
に
事
業
を
遂
行
予
定

○
百
間
川
河
口
水
門
事
業
は
平
成
2
7
年
3
月
に
完
成

【
今

後
の
対

応
方

針
（

原
案

）
】

○
上

述
よ
り

、
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
に
お
い
て
、
治
水
安
全
度
向
上
の
必
要
性
、
費
用
対
効
果
、
地
元
の
協

力
体

制
等

の
観

点
か

ら
、

事
業

継
続

が
妥

当
○

今
後

の
詳

細
な

設
計

段
階

に
お

い
て

、
さ
ら
な
る
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
と
と
も
に
、
環
境
に
も
配
慮
し
て
事
業

を
進

め
、

よ
り

一
層

の
事

業
効

果
の

発
現

に
努

め
る

旭
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

今
後

の
対

応
方

針
（
原

案
）

1
.
再

評
価

の
視

点

2
.
県

へ
の

意
見

照
会

結
果

○
岡

山
県
知

事
の

意
見

：
対

応
方

針
（

原
案
）
に
つ
い
て
は
妥
当
で
あ
る
【
継
続
】
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旭
川

流
域

の
概

要

■
旭

川
は

岡
山

県
の

中
央

部
に
位

置
し
、
下

流
部

は
資

産
が

集
積

す
る
岡

山
市

街
地

を
貫

流
す
る
。

■
河

口
部

周
辺

は
干

拓
地

で
形

成
さ
れ

、
ゼ
ロ
メ
ー
ト
ル

地
帯

が
広

が
る
た
め
、
洪

水
・
高

潮
等

に
脆

弱
な
地

形
で
あ
る
。

■
下

流
部

に
は

烏
城

で
知

ら
れ

る
岡

山
城

と
そ
れ

に
対

面
す
る
中

州
に
は

日
本

三
名

園
の

一
つ
で
あ
る
岡

山
後

楽
園

が
位

置
し
、
社

会
、
文

化
の

基
盤

と
な
っ
て
い
る
。

流
域

及
び

氾
濫

域
の

諸
元

流
域

面
積

：
1
,
81
0k
m2

幹
川

流
路

延
長

：
1
4
2
k
m

流
域
内
人

口
：

約
3
3
万

人

想
定

氾
濫

区
域

面
積

：
1
8
4
k
m2

想
定
氾
濫

区
域
内
人

口
：
約

4
8
万

人

想
定

氾
濫

区
域

内
資

産
：

約
9兆

9
千

億
円

主
な

関
係

市
：
岡
山
市

、
真
庭

市

出
典
：
河
川
現
況
調
査
（
H
1
7
年
）
に
よ
る
。

流
域
図

 

←
百
間
川

 

■
下
牧

 

6,
00
0 

4,
00
0 

2,000

■
：

基
準

地
点

●
：

主
要

地
点

単
位

：
m

3
/
s 

←
旭
川

児
 

島
 

湾
 

砂
川

49
0

↑

2,
45
0 

● 百 間 川 橋

●
河
口

 

●
河
口

 

4,
00
0 

●
北
方

 
き
た
か
た

 

計
画

高
水

流
量

配
分

図

河
床

勾
配

岡
山

県

岡
山

県

蒜
山

し
も

ま
き

下
牧

ま
き

や
ま

牧
山

新
庄

村

真
庭

市

鏡
野

町

美
咲

町

吉
備

中
央

町

久
米

南
町

赤
磐

市
岡

山
市

 

 

 

朝
鍋

鷲
ヶ

山
(標

高
1
,0

8
1
m

)

あ
さ

な
べ

わ
し

が
せ

ん

想
定

氾
濫

区
域

基
準

地
点

(高
水

)

流
域

界

大
臣

管
理

区
間

基
準

地
点

(低
水

)

凡
例

県
境

落
合

盆
地

下
流

部

中
流

部

上
流

部

J
R
岡

山
駅

山
口

県

広
島

県

島
根

県

岡
山

県

鳥
取

県

旭
川

水
系

旭
川

日
本

海

瀬
戸

内
海

降
雨

特
性

・
旭

川
流

域
の

降
水

量
は

中
上

流
部

は
内

陸
型

の
た

め
多

雨
、

下
流

部
は

瀬
戸

内
式

気
候

の
た

め
少

雨

・
梅

雨
期

と
台

風
期

に
降

雨
が

集
中

し
、

上
流

部
で

は
降

雪
も

多
い

流
域
の
年
間
平
均
降
水
量
分
布
図

（
H
1
4
年
～
H
2
3
年
）

出
典
：
旭
川
水
系
河
川
整
備
計
画

平
成
2
5
年
3
月

平
均
月
別
気
温
（
S
4
6
年
～
H
2
3
年
）

平
均
月
別
降
水
量
（
S
4
6
年
～
H
2
3
年
）

0

2
00

4
00

6
00

8
00

1,
0
00

0
20

40
60

80
10
0

12
0

14
0

16
0

距
離

(
k
m
)

標
高

(
m
)

目 木 川
宇

甘
川

新 庄 川

旭 川
落

合
盆

地

備 中 川

岡
山

平
野

蒜
山

高
原

下
流

部
1/

60
0～

1/
5,

50
0

中
流

部
1/

50
0

上
流

部
1/

20
0～

1/
40

0

旭
川

ダ
ム

湯
原

ダ
ム

分
派

堰

※
下

流
部

の
河

床
勾

配
・
河

口
～

東
西

中
島

地
区

(7
K
)：

1
/5

,5
0
0

・
中

島
～

岡
山

後
楽

園
(9

K
)

：
1/

2
,0

0
0

・
後

楽
園

～
旭

川
合

同
堰

(1
8K

)：
1/

60
0

旭
川

合
同

堰
0

2
00

4
00

6
00

8
00

1,
0
00

0
20

40
60

80
10
0

12
0

14
0

16
0

距
離

(
k
m
)

標
高

(
m
)

目 木 川
宇

甘
川

新 庄 川

旭 川
落

合
盆

地

備 中 川

岡
山

平
野

蒜
山

高
原

下
流

部
1/

60
0～

1/
5,

50
0

中
流

部
1/

50
0

上
流

部
1/

20
0～

1/
40

0

旭
川

ダ
ム

湯
原

ダ
ム

分
派

堰

※
下

流
部

の
河

床
勾

配
・
河

口
～

東
西

中
島

地
区

(7
K
)：

1
/5

,5
0
0

・
中

島
～

岡
山

後
楽

園
(9

K
)

：
1/

2
,0

0
0

・
後

楽
園

～
旭

川
合

同
堰

(1
8K

)：
1/

60
0

旭
川

合
同

堰
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事
業

の
目

的
・
必

要
性

（
直

轄
管

理
区

間
の
特

徴
）

氾
濫

域
内

の
重
要
な

公
共
施

設

①
主

な
交

通
網

・
J
R
山

陽
新
幹
線

、
J
R
山

陽
本
線
、

J
R
赤
穂

線
、

J
R
津

山
線

J
R
宇

野
線
、

J
R
吉
備

線
等

・
国
道

2
号

、
国
道

3
0
号
、

国
道

5
3
号

、
国
道

2
5
0
号
等

※
J
R
山

陽
新
幹
線

の
大
半

は
高
架
橋

で
あ
る

。
②

主
要

な
公
共
施
設

・
役

場
：
岡

山
県
庁

、
岡
山
市

役
所

・
警

察
署

：
岡

山
県
警

察
本
部

・
消

防
本
部
：
岡

山
市
消

防
局

③
そ

の
他

、
要
配
慮

者
利
用

施
設

・
岡

山
中
央
病
院

、
岡
山

市
民
病
院

、
岡
山

大
学

病
院

、
岡

山
赤

十
字

病
院

等

・
旭

川
下

流
部

は
人

口
・
資

産
が

集
中

す
る
岡

山
市

街
地

が
広

が
り
、
岡

山
県

に
お
け
る
行

政
、
経

済
の

中
心

的
役

割
を
担

っ
て
い
る
主

要
な
公

共
施

設
や

、
地

域
基

幹
産
業
の
工
場
等
が
位
置
し
て
い
る
。

・
岡

山
市

街
地

は
、
干

拓
等

に
よ
っ
て
形

成
さ
れ

た
低

平
地

に
発

達
し
て
お
り
、
ゼ
ロ
メ
ー
ト
ル

地
帯

が
広

が
っ
て
い
る
た
め
、
洪
水

・
高

潮
等

に
脆

弱
な
地

形
と
な
っ
て
い
る
。

・
旭

川
の

堤
防

が
決

壊
し
た
場

合
に
は

氾
濫

域
が

岡
山

市
中

心
部

に
広

が
り
被

害
は

甚
大

な
も
の

と
な
る
。

標
高

コ
ン

タ
ー
図

浸
水

想
定

区
域

■
想

定
被

害
被

害
人

口
：

25
8,
4
6
4人

浸
水

面
積

：
7,
38
1
h
a

Ａ
Ａ

’

旭
川

百
間

川

旭
川

国道2号

Ｊ
Ｒ
赤

穂
線

Ｊ
Ｒ
吉

備
線

新
岡

山
港

岡
山

後
楽

園

岡
山

県
警

察
本

部
岡

山
県

庁

岡
山

赤
十

字
病

院

岡
山

大
学
病
院

岡
山

市
役

所
岡

山
市

消
防
局

JR
北

長
瀬
駅

JR
東

岡
山

駅

●

●

●

JR
岡

山
駅

出
典
：
旭
川
水
系

河
川
整
備
計
画

平
成
2
5
年

3
月

浸
水

想
定

区
域

図
（H

22
.3
）

・
計

画
降
雨
：
河
川
整
備
基
本
方
針
規
模

・
旭

川
流
域

の
2日

間
雨
量

25
7m

m
基

準
地
点

下
牧

■

●
重

要
な
公

共
施

設
●

地
域

基
幹

産
業

・
オ
ン
リ
ー
ワ
ン
企

業
な
ど

岡
山

市
街

地

氾
濫

原
の

状
況

Ａ
－
Ａ

’
断

面

Ａ
Ａ

’
京 山

Ｊ Ｒ 山 陽 本 線

Ｊ Ｒ 山 陽 新 幹 線

総 合 グ ラ ン ド

旭 川

百 間 川

洪
水
時
の
河
川
水
位
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事
業

の
目

的
・
必

要
性

（
過

去
の
洪

水
被

害
）

百
間
川

年
月

発
生

要
因

総
雨
量

（
２
日

間
）
（
m
m
）

最
大
流
量
※
1

（
m

3
/
s）

被
害
状
況
※
4

昭
和

９
年

９
月

室
戸

台
風

2
2
6

7
,6
0
0

※
2

死
者

6
0
名

流
失

・
浸

水
家

屋
3
8
,1
4
3
戸

昭
和

２
０
年

９
月

枕
崎

台
風

1
6
9

4
,8
0
0

※
3

死
者

・
行

方
不

明
者

不
明

流
失

・
浸

水
家

屋
2
,1
8
7
戸

昭
和

４
７
年

７
月

梅
雨

前
線

2
6
9

4
,6
1
0

死
者

・
行

方
不

明
者

4
名

流
失

・
浸

水
家

屋
4
,3
3
4
戸

平
成

１
０
年

１
０
月

台
風

１
０
号

1
8
0

4
,3
1
0

死
者

・
行

方
不

明
者

3
名

浸
水

家
屋

9
7
3
戸

平
成

１
６
年

８
月

（
高

潮
被

害
）

台
風

１
６
号

7
2

7
6
0

浸
水

世
帯

1
6
世

帯

沖
元

地
点

T
.P
.+
2
.6
3
2
m

（
既

往
最

高
潮

位
）

平
成

２
３
年

９
月

台
風

１
２
号

2
4
0

3
,1
4
0

浸
水

世
帯

4
,5
8
0
世

帯

昭
和

４
７
年

７
月

岡
山

市
内

（
海

吉
地

区
）

昭
和

４
７
年

７
月

岡
山

市
内

（
京

橋
付

近
）

平
成

１
０
年

１
０
月

百
間

川
分

流
部

周
辺

※
1：

下
牧
地

点
実
測

値
※

2：
氾
濫
解

析
結
果

か
ら
の

再
現
流
量

※
3：

「
河
川

総
覧
」

記
載
値

※
4：

被
害
状

況
は
旭

川
水
害

史
、
水
害

統
計
に

よ
る
（
水

系
内
の

集
計
値
）

。
H
2
3
.
9
洪

水
は

岡
山

市
公

表
の

被
害

。

旭
川

百
間

川

旭
川

百
間

川

既
往

最
大

洪
水

で
あ
る
昭

和
9
年

9
月

洪
水

、
戦

後
最

大
規

模
で
あ
る
昭

和
4
7
年

7
月

洪
水

の
ほ

か
、
近

年
で
は

平
成

1
0
年

1
0
月

洪
水

（
台

風
1
0
号

）
、
平

成
2
3
年

9
月

洪
水

（
台

風
1
2
号

）
の

出
水

に
お
い
て
浸

水
被

害
が

発
生

し
、
平

成
1
6
年

台
風

1
6
号

で
既

往
最

高
潮

位
を
記

録
し
、
工

場
等

で
浸

水
被

害
が

発
生

し
て
い
る
。

主
な

洪
水

と
被

害
の

状
況

基
準
地
点

下
牧

■

越
波

状
況

平
成

１
６
年

８
月

岡
山

市
内

（
三

蟠
地

区
）

高
潮
に
よ
る
越
波
状
況

旭
川 平
成

２
３
年

９
月

岡
山

市
内

（
出

石
地

区
）
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河
川

整
備

計
画

の
整

備
目

標
・
整

備
期

間
・
実

施
内

容

旭
川
水
系
河
川
整
備
計
画

■
旭
川
水
系
河
川
整
備
基
本
方
針
：
平
成
2
0
年
1
月
策
定

■
旭
川
水
系
河
川
整
備
計
画

：
平
成
2
5
年
3
月
策
定

■
整

備
目

標

＜
河

道
の

治
水

安
全
度

確
保

＞
河

川
整
備

基
本

方
針

(
長
期
な

治
水
目

標
)
に

定
め
た

目
標

の
達
成

に
は

、
多

大
な

時
間
と

費
用

を
要
す

る
た

め
、

一
連

区
間

で
整

備
効

果
が

発
現

す
る

よ
う
な

段
階

的
な
整

備
に

よ
り

、
洪

水
等

に
よ

る
災

害
の

発
生

防
止

又
は
軽

減
を

図
る
。

「
旭

川
下

流
地

区
お
よ

び
百

間
川
」

・
昭
和

4
7
年

7月
洪
水
が
再

び
発
生

し
て

も
、

浸
水

被
害

の
防

止
ま

た
は

軽
減

を
図

る
。

・
旭
川

本
川

か
ら
百

間
川

へ
の
適

正
な

分
流

が
可

能
と

な
る

。
「

旭
川
中

流
地

区
」

・
昭
和

4
7
年

7月
洪
水
が
再

び
発
生

し
て

も
浸

水
被

害
の

防
止

を
図
る

。
＜

高
潮
対

策
＞

過
去

最
高

潮
位

を
記
録

し
た

平
成

1
6
年
8
月

台
風

16
号

に
よ

る
高

潮
が
再

び
発

生
し
て

も
、

国
管
理

区
間

か
ら

の
浸

水
の

防
止

を
図

る
。

＜
内

水
氾

濫
被

害
の
軽

減
＞

倉
安
川
沿

川
に

お
い
て

、
昭

和
4
7
年

7
月
洪

水
が
再

び
発

生
し
て

も
、

内
水

氾
濫

被
害
の

軽
減

を
図
る

。
＜

地
震
・

津
波

対
策
＞

最
大

級
の

強
さ

を
持
つ

地
震

動
に
対

し
て

、
河

川
管

理
施

設
の

被
害

の
防
止

ま
た

は
軽
減

を
図

る
。

ま
た

、
河

川
水

等
の
氾

濫
に

よ
る
二

次
被

害
の

防
止

を
図

る
。

■
整

備
期

間

・
目
標
を

達
成

す
る
上

で
の

事
業
量

等
を

勘
案
し

、
概

ね
2
0
年

間

■
事

業
箇

所

・
整

備
期

間
内

に
目
標

を
達

成
す
る

た
め

に
、

必
要

な
事

業
箇

所
を

選
定

事
業

箇
所

旭
川

旭 川 下 流 地 区

位
置

図
番

号
地

区
名

整
備

内
容

【
掘

削
①

】
網
浜

地
区

河
道

掘
削

【
掘

削
②

】
兼
基

・
藤

原
（
左

岸
）

米
田

・
原
尾

島
（
右

岸
）

【
掘

削
③

】
玉

柏
（
左
右

岸
）

【
水

門
】

沖
元
（
左
右

岸
）

百
間
川
河
口

水
門
増
設

（
平
成

27
年

3月
に
完
成
）

【
分

流
部

】
今

在
家
・
中

原
（
左

岸
）

三
野

・
牧

石
（
右

岸
）

分
流
部

の
改

築

河
道

掘
削

位
置

図
番
号

地
区
名

整
備

内
容

【
高

潮
①
】

三
蟠

地
区

築
堤

（
高
潮

堤
）

堤
防

、
樋

門
耐

震
対

策
【
高

潮
②
】

福
島

地
区

【
築

堤
①
】

平
井

地
区

築
堤

（
断

面
確

保
）

【
築

堤
②
】

福
島

地
区

【
築

堤
③
】

二
日

市
地

区

【
築

堤
④
】

小
橋

地
区

【
築

堤
⑤
】

内
山

下
地

区

【
築

堤
⑥
】

出
石

地
区

【
築

堤
⑦
】

藤
原

（
左

岸
）

原
尾
島

（
右

岸
）

 
Ｎ

【
築
堤
②
】

【
築
堤
③
】

【
築
堤
⑥
】

【
築
堤
④
】

【
築
堤
①
】

【
分
流
部
】

【
掘
削
③
】

【
水
門
】

【
高
潮
②
】

【
掘
削
①
】

【
掘
削
②
】

【
築
堤
⑤
】

【
高
潮
①
】

【
築
堤
⑦
】

旭
川

百
間

川

倉
安

川
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0

2,
00

0

4,
00

0

6,
00

0

8,
00

0

0k
1k

2k
3k

4k
5k

6k
7k

8k
9k

10
k

11
k

12
k

13
k

14
k

15
k

16
k

17
k

流下能力（m3/s）

0

2,
00

0

4,
00

0

6,
00

0

8,
00

0

0k
1k

2k
3k

4k
5k

6k
7k

8k
9k

10
k

11
k

12
k

13
k

14
k

15
k

16
k

17
k

流下能力（m3/s）

位
置

図
番
号

地
区

名
整
備

内
容

【高
潮
①
】

三
蟠

地
区

築
堤
（高

潮
堤
）

樋
門
耐

震
対
策

【高
潮
②
】

福
島

地
区

築
堤
（高

潮
堤
）

樋
門
耐

震
対
策

【築
堤
①
】

平
井

地
区

築
堤

（断
面

確
保
）

【築
堤
②
】

福
島

地
区

【築
堤
③
】

二
日
市

地
区

【築
堤
④
】

小
橋

地
区

【築
堤
⑤
】

内
山
下

地
区

【築
堤
⑥
】

出
石

地
区

【築
堤
⑦
】

藤
原
（左

岸
）、

原
尾
島
（右

岸
）

【掘
削
①
】

網
浜

地
区

河
道

掘
削

【掘
削
②
】

兼
基

・藤
原
（左

岸
）

米
田
・原

尾
島

（右
岸
）

【掘
削
③
】

玉
柏
（左

右
岸
）

【水
門
】

沖
元
（左

右
岸
）

百
間

川
河
口

水
門
増

設

（平
成

27
年

3月
に
完
成
）

【分
流
部
】

今
在
家

・中
原

（左
岸
）

三
野

・牧
石
（右

岸
）

分
流
部

の
改
築

河
道

掘
削

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

0k
1k

2k
3k

4k
5k

6k
7k

8k
9k

10
k

11
k

12
k

13
k

流下能力（m3/s）

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

0k
1k

2k
3k

4k
5k

6k
7k

8k
9k

10
k

11
k

12
k

13
k

流下能力（m3/s）

旭 川 下 流 地 区

事
業

の
進

捗
状

況

■
平

成
2
5
年

3
月

旭
川

水
系

河
川

整
備

計
画

（
国

管
理

区
間

）
策

定
。

■
以

降
、
旭

川
お
よ
び
百

間
川

で
は

、
河

道
掘

削
、
築

堤
、
堤

防
の

耐
震

化
、
分

流
部

の
改

築
な
ど
の

対
策

を
実

施
し
て
い
る
。

■
百

間
川

河
口

水
門

の
増

設
は

平
成

2
7
年

3
月

に
完

成
し
て
い
る
。

※
：
実
施

済
箇
所

：
事
業

着
手
箇

所

旭
川

百
間

川

百
間
川

河
口
水
門
増
設
、
河
道
掘
削
（
兼
基
・
藤
原
・
米
田
・
原
尾
島
地
区
）
に
よ
る
効
果

砂
川
合
流

河
口

か
ら

の
距
離

旭
川

百
間
川
分
派

河
口

か
ら

の
距
離

■
百

間
川
河

口
水
門

事
業

箇
所
：

百
間
川
河

口

事
業

目
的
：

流
下
能
力

向
上

百
間
川

増
設
水
門

既
設
水
門

■
掘
削

事
業
箇
所
：
8
.
0
k
～
1
2
.
8
k

事
業
目
的
：

流
下
能
力

向
上

築
堤
（
福
島
地
区
の
高
潮
堤
防
）
に
よ
る
効
果

左
岸

右
岸

左
岸右

岸

■
築
堤
（
高
潮
堤
防
）

事
業
箇
所
：
右
岸
0.
0k
～
2
.1
k

事
業
目
的
：
高
潮
対
策
・
流
下

能
力
向
上

高
潮
区
間

高
潮
区
間

高
潮
堤
防
完
成
区
間

（
岡
山
市
南
区
福
島
地
先
）

倉
安

川

整
備
計

画
の
残

メ
ニ
ュ
ー
の
実

施
に
よ
り
向

上
す
る
流
量

当
面
整

備
の
実

施
に
よ
り
向

上
す
る
流

量

現
時
点

ま
で
の
整

備
に
よ
り
向

上
し
た
流

量

H
2
4
年

度
時
点

に
お
い
て
洪

水
を
安
全

に
流

す
こ
と
が
で
き
る
流

量

河
川
整

備
計
画

の
実

施
に
よ
り
達
成

さ
れ

る
流
量

【
高
潮
①
】

 
Ｎ

【
築
堤
②
】

【
築
堤
③
】

【
築
堤
⑥
】

【
築
堤
④
】

【
築
堤
①
】

【
分
流
部
】

【
掘
削
③
】

【
水
門
】

【
高
潮
②
】

【
掘
削
①
】

【
掘
削
②
】

【
築
堤
⑤
】

【
築
堤
⑦
】
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0
.
0
k

0
.
0
k

1.
0
k

1.
0
k

2.
0
k

2.
0
k

今
後

実
施

す
る
事

業
内

容
（
当

面
6
年

間
）

■
旭

川
に
お
い
て
、
今

後
6
年

間
で
築

堤
や

河
道

掘
削

、
堤

防
の

耐
震

化
対

策
、
分

流
部

改
築

の
実

施
を
予

定
し
て
い
る
。

○
当

面
の

対
策

①
百

間
川

分
流

部
を
早

期
に

完
成
し

、
放

水
路

の
機

能
を

十
分

に
発

揮
さ

せ
る

。
②

岡
山
市

街
地

等
資
産

集
中

箇
所
に

お
い

て
、

河
川

整
備

計
画

目
標

で
あ

る
昭

和
4
7
年

7月
洪

水
を
安

全
に

流
下
さ

せ
る

こ
と
を

目
標

に
、

旭
川

の
河

道
整

備
を

実
施

。

旭
川

（
築

堤
）

旭
川

【
当
面
整

備
に
よ
る

効
果
（

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水
）

】

浸
水

世
帯

数
36
,5
3
2世

帯
→

2
1,
4
7
3世

帯
（

1
5
,0
59
世

帯
減

少
）

浸
水

面
積

2
,
9
58
h
a

→
1
,
30
0
ha
（

1
,
65
8h
a
減

少
）

被
害

額
6
,7

3
9億

円
→

1,
7
1
2億

円
（

5
,
02

7億
円

減
少

）

今
後

の
改

修
方

針
今
後
6
年
間
で
実
施
す
る
整
備
内
容

 
Ｎ

【
築
堤
⑥
】

【
築
堤
①
】

【
分
流
部
】

【
掘
削
①
】

【
築
堤
①
】

危
機
管
理
型
ハ
ー
ド
対
策

（
堤

防
天

端
の
保

護
）

旭
川

百
間

川

旭
川
（
築

堤
、
掘

削
）

【
築
堤
⑥
】

9.
0k

9.
0k

8.
0k

8.
0k

7.
0k

7.
0k

【
掘
削
①
】

旭
川

旭
川

旭
川

（
分

流
部

改
築

）

【
分
流
部
】

11
.0

k
百

間
川

10
.0

k

【
築
堤
⑦
】

倉
安

川

※
上

記
の

事
業

内
容

は
、
一

連
区

間
の

整
備

を
当

面
6
年

間
で
完

了
予

定

と
し
て
い
る
。

【
高
潮
①
】

位
置
図
番
号

地
区
名

整
備
内
容

【
高
潮
①
】

三
蟠
地
区

築
堤
（
高
潮
堤
）

【
築
堤
①
】

平
井
地
区

築
堤

（
断
面
確
保
）

【
築
堤
⑥
】

出
石
地
区

【
築
堤
⑦
】

藤
原
（
左
岸
）
、
原
尾
島
（
右
岸
）

【
掘
削
①
】

網
浜
地
区

河
道
掘
削

【
分
流
部
】

今
在
家
・
中
原
（
左
岸
）

分
流
部
の
改
築

【
高
潮
①
】

危
機
管
理
型
ハ
ー
ド
対
策

（
堤

防
天

端
の
保

護
）

※
危
機
管
理
型
ハ
ー
ド
対
策

氾
濫

リ
ス
ク
が

高
い
に
も
関

わ
ら
ず
、
当
面

の
間
、
上

下
流
バ

ラ
ン
ス
等

の
観

点
か

ら
堤

防
整

備
に
至

ら
な
い
区

間
な
ど
に
つ
い
て
、
決
壊

ま
で
の

時
間
を
少

し
で
も
引

き
延

ば
す
よ
う
、
堤

防
構
造

を
工

夫
す
る
対

策
。
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全
体

事
業

費
の
変

更
に
つ
い
て

■
現

地
の

状
況

等
に
よ
り
、
設

計
条

件
、
施

工
範

囲
等

が
変

更
と
な
り
、
分

流
部

改
築

に
お
い
て
1
3
億

円
の

増
額

、
百

間
川

河
口

水
門

耐
震

対
策

、
高

潮
堤

・
耐

震
対

策
等

に
お
い
て
1
0
億

円
の

縮
減

と
な
っ
た
。

前
回

評
価

事
業

費
（
Ｈ
2
5
再

評
価

）
約

2
5
0
億

円
→

今
回

事
業

費
（
H
2
8
再

評
価

）
約

2
5
3
億

円

【
当

初
】

全
体

事
業
費

変
更

の
主

な
理

由

＜
分

流
部
＞

盛
土

量
増

護
岸

増

背
割

堤
位

置
を
変

更

背
割
堤
暗
渠

【
今

回
】

暗
渠

を
全

て
撤

去

●
一

の
荒

手
の

保
全

（
巻

石
部

（
亀

の
甲

）
の

補
強

）

現
在

の
巻

石
部

（
空

石
積

）
整

備
後

の
巻

石
部

イ
メ
ー
ジ
（
練

石
積

）

【
現

在
】

【
整

備
後

】
現

状
の

石
を
使

い
元

の
形

状
・
積

み
方

で
復

元
コ
ン
ク
リ
ー
ト
に
よ
る
補

強
し
保

全
す
る
。

【
当

初
】

・
暗

渠
を
全

て
撤

去
【
今

回
】

・
堤

防
の

位
置

・
構

造
を
検

討
し

暗
渠

を
保

存
（
土

中
）

平
成

2
6
年

9
月

に
背

割
堤

、
一

の
荒

手
が

岡
山

県
埋

蔵
文

化
財

包
蔵

地
に
認

定
さ
れ

、
下

記
の

見
直

し
を
踏

ま
え
、
平

成
2
7
年

度
に
現

地
調
査
及
び
詳
細
設
計
を
行
っ
た
。

①
背
割
堤
暗
渠
の
保
存
の
た
め
、
分
流
部
改
築
に
お
け
る
堤
防
位
置
・
構
造
の
変
更

②
一

の
荒

手
の

保
全

（
補

強
）

そ
の
結

果
、
事
業
費
が
約
1
3
億
円
増
額
と
な
っ
た
。

●
背
割
堤
暗
渠
は
歴
史
的
価
値
が
高
い
た
め
背

割
堤

暗
渠

を
現

状
の

形
状

、
構

造
で
保

存
（
土

中
）

一
の

荒
手

；
下
流

巻
石
部
（
亀

の
甲
）

・
保
全
（
補
強
）

・
現
状
の
石
材
を
使
用
し
、
練
石
積
み

一
の

荒
手

；
上
流

巻
石
部
（
亀

の
甲
）

・
保
全
（
補
強
）

・
現
状
の
石
材
を
使
用
し
、
練
石
積
み

水
制

状
石

積
・
現
状
保
存
（
土
中
）

・
護
岸
内
部
に
埋
設

背
割

堤
本

体
・
現
状
保
存
（
土
中
）

・
堤
防
か
さ
上
げ

左
岸
導
流

堤背
割

堤

二
の

荒
手

；
本
体

部
（
高
水
敷

部
）

・
現

状
保

存

二
の

荒
手

；
本
体

部
（
低
水
路

部
）

・
保

全
（
補

強
）

・
現
状
の
石
材
を
使
用
し
、
練
石
張

二
の

荒
手

；
左
岸

導
流
堤

・
保

全
（
補

強
）

二
の

荒
手

一
の

荒
手

百
間

川

旭
川

①
背

割
堤

暗
渠

の
保

存

②
一
の
荒

手
の
保
全

（
補
強

）

背
割

堤
暗

渠
・
現

状
保

存
（
土

中
）

・
盛
土
内
に
埋
設
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百
間
川

耐
震

補
強

(堰
柱
拡
幅

)

百
間
川

門
柱
部
耐
震

補
強
（
7基

）

堰
柱
部
耐
震
補

強
（
7基

）

堰
柱

拡
幅

（
床

版
対
策
含
む
）

堰
柱

の
上

流
側

を
拡

幅
す

る
こ
と
に
よ
り
、
曲

げ
耐

力
が

向
上

全
体

事
業

費
の
変

更
に
つ
い
て

●
百

間
川

河
口

水
門

の
耐

震
補

強
対

策
に
つ
い
て
、
床

版
の

耐
力

向
上

を
考

慮
し
堰

柱
の

耐
震

対
策

を
実

施
す
る
こ
と
で
コ
ス
ト
縮

減
を
図

っ
た
。

●
そ
の
他
、
河
口
水
門
門
柱
部
の
耐
震
補
強
及
び
堰
柱
部
の
仮
設
工
に
新
技
術
を
採
用
、
高
潮
堤
防
盛
土
材
に
流
用
土
を
使
用
等
に
よ
り
、

コ
ス
ト
縮
減
を
図
っ
た
。

上
記
に
よ
り
、
事
業
費
を
約
1
0
億
円
縮
減
。

全
体

事
業
費

変
更

の
主

な
理

由
＜

百
間

川
河

口
水
門
耐
震
対
策
、
高
潮
堤
・
耐
震
対
策
等
＞

【
当

初
】

耐
震

対
策

：
床

版
、
堰

柱
、
門

柱
、
管

理
橋

・
河

口
水
門
の
各
構
造
物
に
つ
い
て
想
定
さ
れ

る
耐

震
補

強
対

策
を
検

討
。

【
今

回
】

耐
震

対
策

：
堰

柱
、
門

柱
、
管

理
橋

・
堰

柱
を
拡

幅
す
る
耐

震
補

強
対

策
に
よ
り
、
構

造
物

全
体

の
耐

力
が

変
化

、
床

版
の

耐
力
が
向
上
し
床
版
単
独
の
対
策
が
不
要

。

整
備

後
（
平

成
２
８
年

３
月
撮
影
）

整
備

前
（
平

成
２
７
年

４
月
撮
影
）

河
口
水
門
（
既
設
）百 間 川

児
島
湾

河
口
水
門
（
増
設
）

耐
震

対
策

百
間

川
河

口
水

門
（
昭

和
水

門
）
は

、
昭

和
4
3
年

完
成

後
、
約

5
0
年
が

経
過
し
て

い
る
。
レ
ベ
ル
２
地
震
動
に
対
し
て
必
要
な
安
全
度
を
有
し
て
い
な
い
た
め
、
耐

震
対
策
を
実
施
し
て
い
る
。

耐
震
対
策
の
必
要
性

■
現

地
の

状
況

等
に
よ
り
、
設

計
条

件
、
施

工
範

囲
等

が
変

更
と
な
り
、
旭

川
放

水
路

事
業

で
1
3
億

円
の

増
額

、
百

間
川

河
口

水
門

耐
震

対
策

、
高

潮
堤

・
耐

震
対

策
等

で
1
0
億

円
の

縮
減

と
な
っ
た
。

前
回

評
価

事
業

費
（
Ｈ
2
5
再

評
価

）
約

2
5
0
億

円
→

今
回

事
業

費
（
H
2
8
再

評
価

）
約

2
5
3
億

円

【
当

初
】
鋼

矢
板

に
よ
る
締

切
【
今

回
】
仮

設
工

法
比

較
を
行

い
他

の
堰

柱
及

び
端

部
堰

柱
に
も
転

用
可

能
な
｢Ｎ

Ｄ
Ｒ
工

法
」
を
採

用
。

採
用
し
た

仮
締
切
（

Ｎ
Ｄ
Ｒ

工
法
）

4
.
2
4

3
.2

2
1.
4
8

1
.
6
6

3
.
0
2

0
号

塔
柱

1
号

塔
柱

2
号

塔
柱

3
号
塔

柱
4
号
塔
柱

5
号

塔
柱

6
号
塔
柱

約
2
0
m

　
　
　
矢
板

　
　
　

　
　
L-
2
1
5
m
　
　

転
用

堰
柱

仮
締

切
り

※
「
N
D
R
工

法
（
N

eo
-D

ry
R

ep
ai

r
M

et
ho

d）
」
と
は

、
従

来
の

矢
板

締
切

の
代

わ
り
に
鋼

製
パ

ネ
ル

で
遮

水
壁

を
構

築
す
る
工

法
で
あ
り
、
水
流

の
小
さ
い
湛
水
域

で
は

施
工
性

が
よ
く
、
転

用
も
容

易
に
行

え
る
。
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事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

確
率

降
雨

規
模

毎
の

氾
濫

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

（
事

業
実

施
前

後
）

確
率

降
雨

規
模

毎
の

想
定

被
害

額
の

算
出

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

の
算

出

残
存

価
値

の
設

定

総
便

益
【

B
】

の
算

出

全
体

事
業

費
の

算
出

維
持

管
理

費
の

設
定

総
費

用
【

C
】

の
算

出

費
用

便
益

比
【

B
/
C
】

の
算

出

総
便

益
【

B
】

総
費

用
【

C
】

費
用

便
益

比
（
B
/
C
）
算

出
の

流
れ
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費
用

対
効

果
分

析
に
お
け
る
被

害
額

計
上

に
つ
い
て

治
水

事
業

に
お
け
る
便

益
算

定
に
あ
た
っ
て
は

、
『
治

水
経

済
調

査
マ

ニ
ュ
ア
ル

（
案

）
』
（
平

成
１
７
年

４
月

）
に
よ
り
実

施
し
て
い
る
。

治
水

事
業

の
便

益
は

、
事

業
実

施
の

有
無

に
よ
る
氾

濫
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
を
実

施
し
、
被

害
額

の
差

分
よ
り
求

め
て
お
り
、
そ
の

被
害

額
に
つ

い
て
は
、
右
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

具
体

的
に
は

、
家

屋
（
居

住
用

・
事

業
用

建
物

の
被

害
）
や

家
庭

用
品

（
家

具
・
自

動
車

等
の

浸
水

被
害

）
等

の
直

接
被

害
と
、
事

業
所

営
業

停
止

被
害

（
浸

水
し
た
事

業
所

の
精

算
の

停
止

・
停

滞
）
等

の
間

接
被

害
を

浸
水
深
に
応
じ
て
算
出
し
て
い
る
。

事
業
実
施
前
（
H2
4年

度
時
点
）

事
業
実
施
後
（
H4
3年

度
時
点
）

治
水
事
業
の
ス
ト
ッ
ク
効
果

出
典
：
治
水
経
済
調
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）
平
成

17
年

4月

表
中

の
は

、
治

水
経

済
調

査
マ
ニ
ュ
ア
ル

（
案

）
で
被

害
率

や
被

害
単

価
が

明
示
さ
れ
て
お
り
、
今
回
の
費
用
対
効
果
分
析
に
お
い
て
被
害
額
を
算

定
し
て
い
る
項
目
。

岡
山
市
街
地

岡
山
市
街
地

【
昭
和
4
7
年

7
月
洪
水
（
年
超
過
確
率
1
/
5
0
程
度
）
規
模
発
生
時
の
事
業
実
施
前
後
の
浸
水
図
の
イ
メ
ー
ジ
】
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旭
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

の
費

用
便

益
分

析
に
つ
い
て
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被
害
額
（
百

万
円
）

事
業

を
実

施

し
な

い
場

合

①

事
業

を
実

施

し
た

場
合

②

軽
減

額

③
＝

①
－

②

1
/
1
5
0

0
.
0
0
6
7

2
,
1
7
7
,
9
0
2

流
量
規
模

0
.
0
1
0
0

1
/
2
0

0
.
0
5
0
0

1
/
1
0

0
.
1
0
0
0

1
/
5

0

6
1
2
,
7
9
7

5
7
4
,
8
2
0

0

1
/
5
0

1
/
8
0

5
1
1
,
5
1
9

0
.
0
5
0
0

0
.
0
2
0
0

0

2
5
,
5
7
6

5
7
4
,
8
2
0

6
1
2
,
7
9
7

4
4
8
,
2
1
9

6
6
4
,
6
7
8

年
平
均
被
害
額

④
×
⑤

区
間
平
均

被
害
額

④

区
間
確
率

⑤

7
8
5
,
1
4
8

0
.
0
0
7
5

7
1
6
,
5
5
8

0
.
1
0
0
0

2
2
,
4
1
1

2
,
0
8
9

8
3
5
,
7
3
9

8
5
3
,
7
3
7

0
.
0
1
2
5

3
9
3
,
1
9
9

7
1
6
,
5
5
8

年
平
均

超
過
確
率

0
.
2
0
0
0

0
2
2
4
,
1
0
9

1
/
1
0
0

0
.
0
0
3
3

0 0

1
/
3
0

0
.
0
3
3
3

4
4
8
,
2
1
9

5
9
3
,
8
0
8

0

1
,
2
4
6
,
9
3
6

年
平

均
被
害
額
の
累

計

＝
平

均
被
害
軽
減
期
待

額

（
百
万
円
） 7
2
,
6
3
5

7
4
,
7
2
4

1
,
4
2
7
,
9
1
9

7
7
,
3
3
7

8
7
9
,
4
8
4

7
8
3
,
8
6
1

2
2
,
4
1
1

0
.
0
0
2
5

0
.
0
1
6
7

9
,
8
9
7

5
7
,
8
8
4

4
7
,
9
8
7

2
,
6
1
3

1
,
6
9
7
,
2
2
4

7
4
9
,
9
8
2

8
1
7
,
7
4
0

0
.
0
1
3
3

8
,
8
6
2

5
,
8
8
9

6
6
,
7
4
6

年
超
過
確
率

0
.0
0
0

0
.0
5
0

0
.1
0
0

0
.1
5
0

0
.2
0
0

1
/
0

1
/
1
0

1
/
2
0

1
/
3
0

1
/
4
0

1
/
5
0

1
/
6
0

1
/
7
0

1
/
8
0

1
/
9
0

1
/
1
00

1
/
1
10

1
/
1
20

1
/
1
30

1
/
1
40

1
/
1
50

0

5
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

1
/
0

1
/
1
0

1
/
2
0

1
/
3
0

1
/
4
0

1
/
5
0

1
/
6
0

1
/
7
0

1
/
8
0

1
/
9
0

1
/
1
0
0

1
/
1
1
0

1
/
1
2
0

1
/
1
3
0

1
/
1
4
0

1
/
1
5
0

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

①
便

益
の

算
出

方
法

■
計

画
規

模
（

年
超

過
確

率
1
/
1
5
0
）

を
最

大
と

し
て

検
討

（
無

害
流

量
、

1
/
1
0
年

、
1
/
2
0
年

、
1
/
3
0
年

、
1
/
5
0
年

、
1
/
8
0
年

、
1
/
1
0
0
年

、
1
/
1
5
0
年

）
■

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

は
約

7
7
3
億

円

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

事
業
を
実

施
し
な
い
場
合

①

事
業
を
実

施
し
た
場

合
②

軽
減
額

③
＝
①

－
②

発
生

頻
度

多
い

発
生

頻
度

少
な
い

被
害

小
さ
い

被
害

大
き
い

年
超
過
確
率

被
害
額
（
百
万
円
）

（
無
害
流
量
）

※
全
体
事
業
：
H
2
4
年
度
～
H
4
3
年
度

－ 20 －
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0
,0
0
0

-
3
0
,0
0
0

-
2
0
,0
0
0

-
1
0
,0
0
00

1
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

7
0
,0
0
0

8
0
,0
0
0

H
2
4

H
2
9

H
3
4

H
3
9

H
4
4

H
4
9

H
5
4

H
5
9

H
6
4

H
6
9

H
7
4

H
7
9

H
8
4

H
8
9

（
百

万
円
）

便益（B)

年平均被害軽減期待額

費用（C)

事業費+維持管理費

5
,0
0
0

4
,0
0
0

3
,0
0
0

2
,0
0
0

1
,0
0
00

H
2
4

H
2
9

H
3
4

H
3
9

H
4
4

H
4
9

H
5
4

H
5
9

H
6
4

H
6
9

H
7
4

H
7
9

H
8
4

H
8
9

便
益
（
各
年

度
価
格

）
事

業
費
（
各
年
度
価

格
）

維
持
管
理

費
（
各
年

度
価
格
）

便
益
（
現

在
価
値
化

）

事
業
費
（
現

在
価
値

化
）

維
持
管
理

費
（
現
在

価
値
化
）

5
0
0

4
0
0

3
0
0

2
0
0

1
0
00

費用（C）

（維持管理費）

（
百
万

円
）

全
体

事
業

対
象

期
間

（
20

年
間

）

維
持

管
理

費
拡

大
図

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

項
目

全
体

事
業

便
益
(B
1
)

1
7,
4
76
 億

円

残
存
価
値
(
B
2
)

6
 
億
円

総
便
益
(B
=B

1+
B
2)

1
7,
4
82
 億

円

建
設
費
(
C
1
)

2
3
3
 
億
円

維
持
管
理
費
(
C
2
)

4
8
 
億
円

総
費
用
(C
=C

1+
C
2)

2
81
 億

円

便
益
比

6
2
.
2


便

益
の
整

理
・

①
で
算

出
し

た
評
価

期
間

中
に
発

現
す

る
便
益

を
、

社
会
的

割
引

率
(
４
％

)
で

割
り
引

い
た

上
で
集

計
・

評
価
期

間
後

に
生
じ

る
残

存
価
値

を
算

定


費

用
の
整

理
・

今
後
見

込
ま

れ
る
事

業
費

、
維
持

管
理

費
に

つ
い

て
は

社
会

的
割

引
率

（
４

％
）

に
よ

っ
て

割
り

引
い
た

上
で

集
計

し
、

現
在
価

値
化

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出

便
益
（
現
在
価
値
化
）
：
17

,4
76

億
円

維
持
管
理
費
（
現
在
価
値
化
）
：
48

億
円

事
業
費
（
現
在
価
値
化
）
：
23

3億
円

全
体
事
業
対
象
期
間
後
評
価
期
間

（
50

年
間
）

年
次

基
準
年
度

：
平
成

2
8
年
度

※
全
体
事
業
：
H
2
4
年
度
～
H
4
3
年
度

－ 21 －



全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

3
8
,
70

9世
帯

浸
水

面
積

4
,
4
45
h
a

被
害

額
7
,
1
66
億

円

事
業

実
施

前
事

業
実

施
後

事
業

実
施

後
に
浸

水
が

解
消

さ
れ

る
地

域

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

（
下

牧
地

点
で
年

超
過

確
率

1
/
5
0
程

度
）
を
対

象
に
し
た
被

害
の

軽
減

状
況

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

0
世
帯

浸
水

面
積

0
h
a

被
害

額
0
億
円

河
道

：
河
川
整
備
計

画
河
道

分
流
部

：
改
築
後

河
口
水
門

：
増
設
後

河
道

：
河

川
整
備

計
画

着
手

分
流
部

：
改

築
前

河
口
水
門

：
増
設

前

※
全
体
事
業
：
H
2
4
年
度
～
H
4
3
年
度

－ 22 －



被
害
額
（
百

万
円
）

事
業

を
実

施

し
な

い
場

合

①

事
業

を
実

施

し
た

場
合

②

軽
減

額

③
＝

①
－

②

1
/
5

0
.
2
0
0
0

0
0

0

年
平

均
被
害
額
の
累

計

＝
平

均
被
害
軽
減
期
待

額

（
百
万
円
）

流
量
規
模

年
平
均

超
過
確
率

区
間
平
均

被
害
額

④

区
間
確
率

⑤

年
平
均
被
害
額

④
×
⑤

6
7
3
,
8
6
0

6
8
4
,
0
3
5

0
.
0
0
7
5

5
,
1
3
0

7
1
,
5
9
2

6
4
3
,
3
2
9

0
.
0
1
3
3

8
,
5
7
8

6
6
,
4
6
1

9
,
8
9
7

5
7
,
8
8
4

2
2
4
,
1
0
9

0
.
1
0
0
0

2
2
,
4
1
1

2
2
,
4
1
1

1
/
1
0

0
.
1
0
0
0

4
4
8
,
2
1
9

0
4
4
8
,
2
1
9

1
/
3
0

0
.
0
3
3
3

6
1
2
,
7
9
7

0
5
9
3
,
8
0
8

0
.
0
1
6
7

1
/
5
0

0
.
0
2
0
0

6
7
3
,
8
6
0

0

6
1
2
,
7
9
7

1
/
2
0

0
.
0
5
0
0

5
7
4
,
8
2
0

0
5
7
4
,
8
2
0

5
1
1
,
5
1
9

0
.
0
5
0
0

2
5
,
5
7
6

4
7
,
9
8
7

1
/
1
0
0

0
.
0
1
0
0

1
,
4
9
4
,
6
7
6

8
7
9
,
4
8
4

6
5
4
,
7
0
0

0
.
0
0
2
5

1
,
6
3
7

7
3
,
2
2
8

1
/
8
0

0
.
0
1
2
5

1
,
0
8
7
,
4
0
8

1
/
1
5
0

0
.
0
0
6
7

2
,
0
0
1
,
5
7
3

1
,
4
2
7
,
9
1
9

6
1
5
,
1
9
1

5
9
4
,
4
2
3

0
.
0
0
3
3

1
,
9
8
1

7
5
,
2
1
0

3
9
3
,
1
9
9

6
9
4
,
2
0
9

5
7
3
,
6
5
4

年
超

過
確
率

0
.0
0
0

0
.0
5
0

0
.1
0
0

0
.1
5
0

0
.2
0
0

1
/
0

1
/
1
0

1
/
2
0

1
/
3
0

1
/
4
0

1
/
5
0

1
/
6
0

1
/
7
0

1
/
8
0

1
/
9
0

1
/
1
00

1
/
1
10

1
/
1
20

1
/
1
30

1
/
1
40

1
/
1
50

0

5
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

1
/
0

1
/
1
0

1
/
2
0

1
/
3
0

1
/
4
0

1
/
5
0

1
/
6
0

1
/
7
0

1
/
8
0

1
/
9
0

1
/
1
0
0

1
/
1
1
0

1
/
1
2
0

1
/
1
3
0

1
/
1
4
0

1
/
1
5
0

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

①
便

益
の

算
出

方
法

■
計

画
規

模
（

年
超

過
確

率
1
/
1
5
0
）

を
最

大
と

し
て

検
討

（
無

害
流

量
、

1
/
1
0
年

、
1
/
2
0
年

、
1
/
3
0
年

、
1
/
5
0
年

、
1
/
8
0
年

、
1
/
1
0
0
年

、
1
/
1
5
0
年

）
■

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

は
約

7
5
2
億

円

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

事
業
を
実

施
し
な
い
場
合

①

事
業
を
実

施
し
た
場

合
②

軽
減
額

③
＝
①

－
②

発
生

頻
度

多
い

発
生

頻
度

少
な
い

被
害

小
さ
い

被
害

大
き
い

年
超
過
確
率

被
害
額
（
百
万
円
）

（
無
害
流
量
）

※
残
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
4
3
年
度

－ 23 －



-
4
0
,0
0
0

-
3
0
,0
0
0

-
2
0
,0
0
0

-
1
0
,0
0
00

1
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
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0
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0
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0
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0
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0
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0

8
0
,0
0
0

H
2
8

H
3
3

H
3
8

H
4
3

H
4
8

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
7
3

H
7
8

H
8
3

H
8
8

H
9
3

（
百
万

円
）

便益（B)

（年平均被害軽減期待額）

費用（C)

（事業費+維持管理費）

4
,0
0
0

3
,0
0
0

2
,0
0
0

1
,0
0
00

H
2
8

H
3
3

H
3
8

H
4
3

H
4
8

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
7
3

H
7
8

H
8
3

H
8
8

H
9
3

便
益
（
各
年
度
価

格
）

事
業
費

（
各
年
度

価
格
）

維
持
管

理
費
（
各

年
度
価
格
）

便
益
（
現

在
価
値

化
）

事
業
費

（
現
在
価

値
化
）

維
持
管

理
費
（
現

在
価
値
化
）

5
0
0

4
0
0

3
0
0

2
0
0

1
0
00

費用（C）

維持管理費

（
百
万
円
）

費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出


便

益
の
整

理
・

①
で
算

出
し

た
評
価

期
間

中
に
発

現
す

る
便
益

を
、

社
会
的

割
引

率
(
４
％

)
で

割
り
引

い
た

上
で
集

計
・

評
価
期

間
後

に
生
じ

る
残

存
価
値

を
算

定


費

用
の
整

理
・

今
後
見

込
ま

れ
る
事

業
費

、
維
持

管
理

費
に

つ
い

て
は

社
会

的
割

引
率

（
４

％
）

に
よ

っ
て

割
り

引
い
た

上
で

集
計

し
、

現
在
価

値
化

残
事

業
対

象
期

間

（
16

年
間

）

便
益
（
現
在
価
値
化
）
：
13

,9
46

億
円

項
目

残
事

業

便
益
(B
1
)

1
3,
9
46
 億

円

残
存
価
値
(
B
2
)

2
 
億
円

総
便
益
(B
=B

1+
B
2)

1
3,
9
47
 億

円

建
設
費
(
C
1
)

8
7
 
億
円

維
持
管
理
費
(
C
2
)

4
0
 
億
円

総
費
用
(C
=C

1+
C
2)

1
28
 億

円

便
益

比
1
0
9
.
4

維
持
管
理
費
（
現
在
価
値
化
）
：
40

億
円

事
業
費
（
現
在
価
値
化
）
：
87

億
円

維
持

管
理

費
拡

大
図

残
事
業
対
象
期
間
後
評
価
期
間

（
50

年
間
）

年
次

基
準
年
度

：
平
成

2
8
年
度

※
残
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
4
3
年
度
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残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

3
6
,
53

2世
帯

浸
水

面
積

2
,
9
58
h
a

被
害

額
6
,
7
39
億

円

事
業

実
施

前
事

業
実

施
後

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

0
世
帯

浸
水

面
積

0
h
a

被
害

額
0
円

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

（
下

牧
地

点
で
年

超
過

確
率

1
/
5
0
程

度
）
を
対

象
に
し
た
被

害
の

軽
減

状
況

事
業

実
施

後
に
浸

水
が

解
消

さ
れ

る
地

域

河
道

：
平
成
2
8
年
度
時
点

分
流
部

：
改
築

前
河
口
水
門

：
増

設
後

河
道

：
河
川
整
備
計

画
河
道

分
流
部

：
改
築
後

河
口
水
門

：
増
設
後

※
残
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
4
3
年
度

－ 25 －
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1
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5
,0
00
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00
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00
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,0
00
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,0
00

1/
0

1
/1

0
1
/2

0
1
/3

0
1
/4

0
1
/5

0
1
/6

0
1
/7

0
1
/8

0
1
/9

0
1/

10
0

1/
11

0
1/

12
0

1/
13

0
1/

14
0

1/
15

0

（
単
位

：
百
万
円
）

被
害
額
（

百
万
円
）

事
業

を
実

施

し
な

い
場

合

①

事
業

を
実

施

し
た

場
合

②

軽
減

額

③
＝

①
－

②

1
/
5

0
.
2
0
0
0

0
0

0

年
平
均
被
害
額
の

累
計

＝
平
均
被
害
軽
減

期
待
額

（
百
万
円
）

備
考

流
量
規
模

年
平
均

超
過
確
率

区
間
平
均

被
害
額

④

区
間
確

率

⑤

年
平
均
被
害

額

④
×
⑤

5
0
2
,
6
8
3

4
8
0
,
1
3
7

0
.
0
0
7
5

3
,
6
0
1

6
4
,
5
5
1

4
9
8
,
3
6
4

0
.
0
1
3
3

6
,
6
4
5

6
0
,
9
5
0

8
,
2
6
0

5
4
,
3
0
5

2
2
4
,
1
0
9

0
.
1
0
0
0

2
2
,
4
1
1

2
2
,
4
1
1

1
/
1
0

0
.
1
0
0
0

4
4
8
,
2
1
9

0
4
4
8
,
2
1
9

1
/
3
0

0
.
0
3
3
3

6
1
2
,
7
9
7

1
1
8
,
7
5
1

4
9
5
,
5
9
2

0
.
0
1
6
7

1
/
5
0

0
.
0
2
0
0

6
7
3
,
8
6
0

1
7
1
,
1
7
8

4
9
4
,
0
4
6

1
/
2
0

0
.
0
5
0
0

5
7
4
,
8
2
0

7
7
,
6
8
3

4
9
7
,
1
3
7

4
7
2
,
6
7
8

0
.
0
5
0
0

2
3
,
6
3
4

4
6
,
0
4
5

1
/
1
0
0

0
.
0
1
0
0

1
,
4
9
4
,
6
7
6

9
8
4
,
5
5
3

4
8
3
,
8
5
6

0
.
0
0
2
5

1
,
2
1
0

6
5
,
7
6
0

1
/
8
0

0
.
0
1
2
5

1
,
0
8
7
,
4
0
8

1
/
1
5
0

0
.
0
0
6
7

2
,
0
0
1
,
5
7
3

1
,
4
4
0
,
0
3
6

5
1
0
,
1
2
2

5
3
5
,
8
3
0

0
.
0
0
3
3

1
,
7
8
6

6
7
,
5
4
6

6
2
9
,
8
1
8

4
5
7
,
5
9
1

5
6
1
,
5
3
7

当
面

６
年

間
の
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

①
便

益
の

算
出

方
法

■
計

画
規

模
（

年
超

過
確

率
1
/
1
5
0
）

を
最

大
と

し
て

検
討

（
無

害
流

量
、

1
/
1
0
年

、
1
/
2
0
年

、
1
/
3
0
年

、
1
/
5
0
年

、
1
/
8
0
年

、
1
/
1
0
0
年

、
1
/
1
5
0
年

）
■

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

は
約

6
7
5
億

円

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

（
無
害
流
量
）

事
業
を
実

施
し
な
い
場
合

①

事
業
を
実

施
し
た
場

合
②

軽
減
額

③
＝
①

－
②

発
生

頻
度

多
い

発
生

頻
度

少
な
い

被
害

小
さ
い

被
害

大
き
い

年
超
過
確
率

被
害
額
（
百
万
円
）

年
超

過
確
率

※
当
面
6
年
間
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
3
4
年
度
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-4
0
,0
00

-3
0
,0
00

-2
0
,0
00

-1
0
,0
00

0

1
0
,0
00

2
0
,0
00

3
0
,0
00

4
0
,0
00

5
0
,0
00

6
0
,0
00

7
0
,0
00

8
0
,0
00

H
2
8

H
3
3

H
3
8

H
43

H
4
8

H
53

H
5
8

H
6
3

H
68

H
7
3

H
78

H
8
3

（
百
万

円
）

便益（B)

（年平均被害軽減期待額）

費用（C)

（事業費+維持管理費）

4,
00
0

3,
00
0

2,
00
0

1,
00
00

H
2
8

H
3
3

H
38

H
4
3

H
48

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
73

H
7
8

H
8
3

便
益

（
各
年

度
価

格
）

事
業

費
（
各

年
度

価
格

）

維
持

管
理
費

（
各

年
度
価
格

）
便

益
（
現

在
価

値
化
）

事
業

費
（
現

在
価

値
化
）

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）

5
0
0

4
0
0

3
0
0

2
0
0

1
0
00

費用（C）

維持管理費

（百
万
円

）

費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

当
面

６
年

間
の
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出


便

益
の
整

理
・

①
で
算

出
し

た
評
価

期
間

中
に
発

現
す

る
便
益

を
、

社
会
的

割
引

率
(
４
％

)
で

割
り
引

い
た

上
で
集

計
・

評
価
期

間
後

に
生
じ

る
残

存
価
値

を
算

定


費

用
の
整

理
・

今
後
見

込
ま

れ
る
事

業
費

、
維
持

管
理

費
に

つ
い

て
は

社
会

的
割

引
率

（
４

％
）

に
よ

っ
て

割
り

引
い
た

上
で

集
計

し
、

現
在
価

値
化

項
目

当
面

事
業

便
益
(B
1
)

1
3,
0
84
 億

円

残
存
価
値
(
B
2
)

1
 
億
円

総
便
益
(B
=B

1+
B
2)

1
3,
0
85
 億

円

建
設
費
(
C
1
)

5
8
 
億
円

維
持
管
理
費
(
C
2
)

3
7
 
億
円

総
費
用
(C
=C

1+
C
2)

9
5
 
億
円

便
益

比
1
3
8
.
4

当
面

事
業

対
象

期
間

（
6年

間
）

便
益
（
現
在
価
値
化
）
：
14

,2
26

億
円

維
持
管
理
費
（
現
在
価
値
化
）
：
37

億
円

事
業
費
（
現
在
価
値
化
）
：
60

億
円

維
持

管
理

費
拡

大
図

当
面
事
業
対
象
期
間
後
評
価
期
間

（
50

年
間
）

年
次

基
準
年
度

：
平
成

2
8
年
度

※
当
面
6
年
間
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
3
4
年
度

－ 27 －



当
面

６
年

間
の
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

3
6
,
53

2世
帯

浸
水

面
積

2
,
9
58
h
a

被
害

額
6
,
7
39
億

円

事
業

実
施

前
事

業
実

施
後 事

業
実

施
後

に
浸

水
が

解
消

さ
れ

る
地

域

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

（
下

牧
地

点
で
年

超
過

確
率

1
/
5
0
程

度
）
を
対

象
に
し
た
被

害
の

軽
減

状
況

河
道

：
平
成
2
8
年
度
時
点

分
流
部

：
改
築

前
河
口
水
門

：
増

設
後

河
道

：
平
成
3
4
年
度
時
点

分
流
部

：
改
築
後

河
口
水
門

：
増
設
後

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

2
1
,
47

3世
帯

浸
水

面
積

1
,
3
00
h
a

被
害

額
1
,
7
12
億

円※
当
面
6
年
間
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
3
4
年
度

－ 28 －



参
考

：
貨

幣
換

算
が
困

難
な
効

果
等

に
よ
る
評

価
（
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
）

■
「
水
害
の
被
害
指
標
分
析
の
手
引
き
」
に

準
じ
て
河
川
整
備
に
よ
る
「
人
的
被
害
」
と
「
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
停
止
に
よ
る
波
及
被
害
」
の
軽
減
効
果
を
算
定
し
た
。

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

（下
牧
地
点
で
年
超
過
確
率
1
/
5
0
程
度
）
に
対
し
て
評
価
を
実
施
し
た
。

■
昭

和
4
7
年

7
月

洪
水

が
発
生
し
た
場
合
、

旭
川
流
域
で
想
定
死
者
数
（
避
難
率
0
%
）
7
5
人
、
電
力
停
止
に
よ
る
影
響
人
口
が
3
9
,
1
4
7
人
と
想
定
さ
れ
る
が
、
事
業

実
施
に

よ
り
被
害
は
解
消
さ
れ
る
。

想
定

死
者
数

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

に
お
け
る
想

定
死

者
数

電
力

の
停

止
に
よ
る
影

響
人

口

「
電

力
が

停
止

す
る
浸

水
深

」
の
考
え
方

浸
水

に
よ
り
停

電
が

発
生

す
る
住

宅
等

の
居

住
者

数
を
推

計
す
る
。

・
浸

水
深

7
0
c
m
で
コ
ン
セ
ン
ト
（
床

高
5
0
c
m
+
コ
ン
セ
ン
ト
設

置
高

2
0
c
m
）
に
達

し
、
屋

内
配

線
が

停
電

す
る
。

・
浸

水
深

1
0
0
c
m
以

上
で
、
地

上
に
設

置
さ
れ

た
受

変
電

設
備

（
6
,6
0
0
V
等

の
高

圧
で
受

電
し
た
電
気

を
使

用
に
適

し
た
電

圧
ま
で
降

下
さ
せ

る
設

備
）
及

び
地

中
線

と
接

続
さ
れ

た
路

上
開

閉
器

が
浸

水
す
る
た
め
、
集

合
住

宅
等

の
棟

全
体

が
停

電
す
る
場

合
が

あ
る
。

・
浸

水
深

3
4
0
c
m
以

上
で
、
受

変
電

設
備

等
の

浸
水

に
よ
り
、
棟

全
体

が
停

電
と
な
ら
な
い
集

合
住

宅
に
お
い
て
は
、
浸
水

深
に
応
じ
て
階
数

毎
に
停
電

が
発
生

す
る
。

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

に
お
け
る
電

力
の

停
止

に
よ
る
影

響
人

数

（
整

備
前

）
浸

水
面

積
：
4,
4
4
5h

a

湛
水
深

　
2
.3
m
未
満

　
2
.3
～
5
.0
m
未
満

　
（
1
階
危
険
水
位
）

　
5
.0
～
7
.7
m
未
満

　
（
2
階
危
険
水
位
）

　
7
.7
m
以
上

「
想

定
死

者
数

」
の
考
え
方

浸
水

に
よ
る
想

定
死

者
数

を
避

難
率

別
に
推

計
す
る
。

・
計

算
メ
ッ
シ
ュ
毎

に
、
年

齢
別

（
6
5
歳

以
上

、
未

満
）
、
居

住
す
る
住

宅
の

階
数

別
（
1
階

、
2
階

、
3
階

以
上

）
に
分

類
し
た
人

口
に
危

険
度

を
乗

じ
た
値

の
総

和
か

ら
想
定

死
者

数
を
算

出
す
る
。

・
既

往
水

害
に
お
け
る
避

難
率

は
大

き
な
幅

が
あ
る
た
め
、
避

難
率

は
0
%
、
4
0
%
、
8
0
%
の

3
つ
の

ケ
ー

ス
を
設

定
す
る
。

（
整

備
後
）

浸
水

面
積

：
0h
a

（
整

備
前
）

浸
水

面
積

：
4,
4
4
5h

a
（
整

備
後

）
浸

水
面

積
：
0h
a

湛
水
深

　
0
.7
m
未
満

　
0
.7
～

1
.0
m
未
満

　
1
.0
～

3
.4
m
未
満

　
3
.4
～

5
.0
m
未
満

　
5
.0
m
以
上

75
 

47
 

15
 

0 
0 

0 
01020304050607080

避
難
率
0%

避
難
率
40
%

避
難
率
80
%

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

想
定
死
者
数

39
,1
47

0
0

5,
00

0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

35
,0
00

40
,0
00

45
,0
00

事
業

実
施
前

事
業

実
施

後

（
人

）
影
響
人
口
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事
業

に
お
け
る
コ
ス
ト
縮

減
（
掘

削
残

土
の
有

効
利

用
）

○
旭

川
放

水
路

事
業

で
発

生
す

る
掘

削
残

土
を

、
瀬

戸
内

市
錦

海
塩

田
跡

地
メ

ガ
ソ

ー
ラ

ー
発

電
事

業
の

基
盤

整
備

の
覆

土
材

料
や

豆
田

工
業

団
地

の
造

成
へ

再
利

用

○
他

事
業

へ
の

再
利

用
が

で
き

な
い

場
合

は
、

有
料

処
分

と
な

る
。

■
処

分
費

（
運

搬
費

含
む

）
約

６
７

百
万

円
の

コ
ス

ト
縮

減
を

図
っ

た
。

掘
削

残
土

の
有

効
利

用
に

よ
る

コ
ス

ト
縮

減

（
今

回
）

錦
海
塩
田
跡
地

メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
発
電
事
業
の

基
盤
整
備
の
覆
土
材
料
へ

再
利
用

（
従

来
）

掘
削
状
況

発
生
土
は
残
土
処
理
セ

ン
タ
－

へ
有

料
処

分
発
生
土
は
残
土
処
理
セ

ン
タ
－

へ
有

料
処

分

旭 川
百 間 川

掘
削
箇
所

豆
田
工
業

団
地

錦
海
塩
田

跡
地

位
置

図

－ 30 －



参
考

：
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
の
前

回
評

価
時

と
の
比

較

◆
前

回
評

価
時

と
の

比
較

時
点

備
考

前
回
評
価

(
平
成
2
5
年
度
再
評
価
)

今
回
評
価

(
平
成
2
8
年
度
再
評
価
)

事
業
諸
元

高
潮
堤
、
築
堤
、
掘
削
、
分
流
部
改

築
、
百
間
川
河
口
水
門
増
設
等

同
左

・
百
間
川
河
口
水
門
は
平
成
2
7
年
3
月
に
完
成

事
業
期
間

平
成
2
4
年
度
～
平
成
4
3
年
度
(
予
定
)

（
2
0
ヶ
年
）

同
左

全
体
事
業
費

約
2
5
0
億
円

（
消
費
税
含
む
）

約
2
5
3
億
円

（
消
費
税
含
む
）

総
便
益
（
Ｂ
）

約
1
2
,
2
2
8
億
円

（
消
費
税
含
む
）

約
1
7
,
4
8
2
億
円

（
消
費
税
控
除
）

・
資
産
デ
ー
タ
の
更
新

国
勢
調
査
（
H
1
7
→
H
2
2
）

事
業
所
（
H
1
8
→
H
2
4
）

延
床
面
積
（
H
1
7
→
H
2
2
）

・
各
種
資
産
評
価
単
価
の
更
新

（
H
2
4
.
2
→
H
2
8
.
3
）

・
今
回
評
価
で
は
消
費
税
を
控
除
（
※
1
）

総
費
用
（
Ｃ
）

約
2
5
8
億
円

（
消
費
税
含
む
）

約
2
8
1
億
円

（
消
費
税
控
除
）

・
事
業
費
の
見
直
し

・
今
回
評
価
で
は
消
費
税
を
控
除
（
※
2
）

費
用
対
効
果

(
Ｂ
／
Ｃ
)

4
7
.
4

6
2
.
2

※
1
：
「
各

種
資

産
評

価
単
価

及
び
デ
フ
レ
ー
タ
ー
（
平
成

2
8
年
3
月
改

正
）
」
に
よ
り
消

費
税
を
控

除
※

2
：
平

成
2
8
年

4
月

5
日

事
務
連

絡
「
費

用
便

益
分
析
の
費
用
算
定
に
お
け
る
消
費
税
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
（
通
知
）
」
に
基

づ
き
消

費
税
を
控

除

－ 31 －



旭
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

（
旭

川
放

水
路

）
の

費
用

便
益

分
析

に
つ
い
て

－ 32 －



○
岡

山
市

の
人

口
は

平
成
1
7
年
と
平
成
2
2
年
を
比
較
す
る
と
増
加
し
て
い
る

○
岡
山
市
は
平
成
2
1
年
4
月
に
政
令
指
定
都
市
に
移
行

○
沿
川
は
岡
山
市
街
地
と
し
て
高
度
な
土
地
利
用
が
進
ん
で
い
る

○
旭

川
水
系

の
関

係
市

町
村

が
「

旭
川

・
百
間
川
（
旭
川
放
水
路
）
改
修
促
進
期
成
会
」
を
組
織
し
、
旭
川

水
系

の
治

水
対

策
の

促
進

を
強

く
要

望
し

て
い

る

①
事

業
の
必

要
性

等
に

関
す

る
視

点

②
事

業
の
進

捗
の

見
込

み
の

視
点

○
旭
川
放
水
路
事
業
は
、
平
成
3
0
年
度
末
に
完
成
予
定
で
あ
る

○
現

在
、
地

元
及

び
関

係
機

関
と
事
業

調
整
を
行
い
つ
つ
百
間
川
分
流
部
の
改
築
を
行
っ
て
い
る

③
コ

ス
ト
縮

減
や

代
替

案
立

案
等

の
可

能
性

○
新

技
術

・
新

工
法

を
活
用

す
る
と
と
も
に
、
関
係
機
関
等
と
の
事
業
調
整
、
建
設
発
生
土
の
有
効
利
用
を
図
り
、
コ
ス
ト
縮

減
に
努
め
る

○
現
状
で
の
事
業
の
進
捗
状
況
並
び
に
残
事
業
に
お
け
る
費
用
対
効
果
も
高
い
こ
と
か
ら
、
代
替
案
を
検
討
す
る
必
要
が
無
い
と
考
え
る

1
）
事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

2
）
事
業
の
投
資
効
果

○
費

用
便

益
比

（
平

成
2
8
年

度
評
価

時
点
）

全
体

事
業

（
B
/
C
）=
5
.0

残
事

業
（
B
/
C
）
=
1
4
6
.6

3
）
事
業
の
進
捗
状
況

○
平

成
2
5
年

3
月

旭
川

水
系

河
川

整
備

計
画
（
国
管

理
区
間

）
策

定
○
百
間
川
河
口
水
門
事
業
は
平
成
2
7
年
3
月
に
完
成

【
今

後
の
対

応
方

針
（

原
案

）
】

旭
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

（
旭

川
放

水
路

）
今

後
の
対

応
方

針
（
原

案
）

1
.
再

評
価

の
視

点

2
.
県

へ
の

意
見

照
会

結
果

○
上

述
よ
り

、
旭

川
放

水
路

事
業

に
お

い
て
、
治
水
安
全
度
向
上
の
必
要
性
、
費
用
対
効
果
、
地
元
の
協
力
体
制

等
の

観
点

か
ら

、
事

業
継

続
が

妥
当

○
今

後
の
詳

細
な

設
計

段
階

に
お

い
て

、
さ
ら
な
る
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
と
と
も
に
、
環
境
に
も
配
慮
し
て
事
業

を
進

め
、

よ
り

一
層

の
事

業
効

果
の

発
現

に
努

め
る

○
岡

山
県
知

事
の

意
見

：
対

応
方

針
（

原
案
）
に
つ
い
て
は
妥
当
で
あ
る
【
継
続
】
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分
流
部
の

改
築

樋
門
整
備

整
備
前

整
備
後

河
道
整
備

整
備
前

整
備
後

橋
梁
改
築

整
備
前

整
備
後

【
事

業
諸

元
】

○
事

業
期

間
：

昭
和

4
5
年

度
～

平
成

3
0
年

度
予

定

○
全

体
事

業
費

：
9
0
3
億

円

○
事

業
内

容
事

業
延

長
：

Ｌ
＝

1
2
.9
km

掘
削

：
約
3
3
0
万

m
3
築

堤
：

約
3
3
0
万

m
3

樋
門

：
4
3
基

水
門

：
1
基

堰
：

2
基

排
水

機
場

：
7
基

橋
梁

改
築

：
1
5
橋

等

百
間
川
河
口
水
門
の
増
設
（
平
成
2
7
年
3
月
に
完
成
）

百
間
川
河
口
部

増
設
部
の
堰
柱
・
ゲ
ー
ト
完
成

旭
川

放
水

路
事

業
の
概

要

旭 川

分
流
部
整
備
イ
メ
ー
ジ

背
割

堤

増
設

水
門

－ 34 －



被
害
額
（
百

万
円
）

事
業

を
実

施

し
な

い
場

合

①

事
業

を
実

施

し
た

場
合

②

軽
減

額

③
＝

①
－

②

1
/
1
0

0
.
1
0
0
0

5
2
8
,
9
7
4

1
/
2
0

0
.
0
0
6
7

1
,
9
3
4
,
0
6
3

1
/
5

0

0
.
0
1
3
3

3
,
8
8
8

1
3
5
,
8
2
7

1
/
3
0

0
.
0
3
3
3

6
9
6
,
2
2
9

5
6
0
,
4
0
2

1
/
5
0

1
,
0
5
3
,
4
7
6

0
.
0
2
0
0

0
.
0
5
0
0

6
0
8
,
3
9
1

年
平

均
被
害
額
の
累

計

＝
平

均
被
害
軽
減
期
待

額

（
百
万
円
）

年
平
均
被
害
額

④
×
⑤

区
間
平
均

被
害
額

④

区
間
確
率

⑤

0
2
6
4
,
4
8
7

0
.
1
0
0
0

1
1
2
,
0
8
7

流
量
規
模

5
2
0
,
0
4
5

5
2
8
,
9
7
4

5
2
,
3
2
8

5
4
,
2
4
4

4
3
,
7
5
0

4
,
6
9
0

0
.
0
0
7
5

0
.
0
1
6
7

年
平
均

超
過
確
率

0
.
2
0
0
0

0

8
8
,
3
4
70

1
,
8
6
8

2
9
1
,
6
0
4

1
,
4
2
7
,
0
2
3

6
2
3
,
7
3
7

0
.
0
1
2
5

3
0
8
,
6
6
1

0
.
0
5
0
0

1
5
,
4
3
3

4
1
,
8
8
2

2
6
,
4
4
9

1
,
9
1
6

7
2
9
,
5
8
1

4
4
7
,
3
8
1

4
7
,
6
3
8

1
/
8
0

2
6
,
4
4
9

6
2
5
,
3
3
4

6
0
6
,
0
9
5

1
,
3
9
0
,
2
1
1

5
4
3
,
8
5
2

8
7
7
,
7
3
9

1
/
1
0
0

1
,
6
0
7
,
3
2
0

1
/
1
5
0

0
.
0
1
0
0

5
6
,
3
6
6

2
,
1
2
2

0
.
0
0
2
5

8
0
3
,
2
8
6

7
6
6
,
4
3
3

6
3
6
,
7
1
7

0
.
0
0
3
3

0
.0
0
0

0
.0
5
0

0
.1
0
0

0
.1
5
0

0
.2
0
0

1
/
0

1
/
1
0

1
/
2
0

1
/
3
0

1
/
4
0

1
/
5
0

1
/
6
0

1
/
7
0

1
/
8
0

1
/
9
0

1
/
1
00

1
/
1
10

1
/
1
20

1
/
1
30

1
/
1
40

1
/
1
50

0

5
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

1
/
0

1
/
1
0

1
/
2
0

1
/
3
0

1
/
4
0

1
/
5
0

1
/
6
0

1
/
7
0

1
/
8
0

1
/
9
0

1
/
1
0
0

1
/
1
1
0

1
/
1
2
0

1
/
1
3
0

1
/
1
4
0

1
/
1
5
0

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
放

水
路

）

①
便

益
の

算
出

方
法

■
計

画
規

模
（

年
超

過
確

率
1
/
1
5
0
）

を
最

大
と

し
て

検
討

（
無

害
流

量
、

1
/
1
0
年

、
1
/
2
0
年

、
1
/
3
0
年

、
1
/
5
0
年

、
1
/
8
0
年

、
1
/
1
0
0
年

、
1
/
1
5
0
年

）
■

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

は
約

5
6
4
億

円

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

事
業
を
実

施
し
な
い
場
合

①

事
業
を
実

施
し
た
場

合
②

軽
減
額

③
＝
①

－
②

発
生

頻
度

多
い

発
生

頻
度

少
な
い

被
害

小
さ
い

被
害

大
き
い

年
超
過
確
率

被
害
額
（
百
万
円
）

（
無
害
流
量
）

確
率
規
模

年
超

過
確
率

※
全
体
事
業
：
S
4
5
年
度
～
H
3
0
年
度
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-
3
0
,0
0
0

-
2
0
,0
0
0

-
1
0
,0
0
00

1
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

S
4
5

S
5
0

S
5
5

S
6
0

H
2

H
7

H
1
2

H
1
7

H
2
2

H
2
7

H
3
2

H
3
7

H
4
2

H
4
7

H
5
2

H
5
7

H
6
2

H
6
7

H
7
2

H
7
7

（
百
万
円
）

便益（B)

（年平均被害軽減期待額）

費用（C)

（事業費+維持管理費）

4
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

1
0
,0
0
00
S
4
5

S
5
0

S
5
5

S
6
0

H
2

H
7

H
1
2

H
1
7

H
2
2

H
2
7

H
3
2

H
3
7

H
4
2

H
4
7

H
5
2

H
5
7

H
6
2

H
6
7

H
7
2

H
7
7

便
益

（
各
年
度

価
格
）

事
業
費
（
各
年
度

価
格
）

維
持

管
理
費

（
各
年
度

価
格
）

便
益
（
現

在
価
値

化
）

事
業

費
（
現
在

価
値
化

）
維
持
管
理

費
（
現

在
価
値
化
）

5
0
0

4
0
0

3
0
0

2
0
0

1
0
00

費用（C）

維持管理費

（
百
万
円
）

全
体

事
業

の
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）
の
算

出
（
旭

川
放

水
路

）

費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出


便

益
の
整

理
・

①
で
算

出
し

た
評
価

期
間

中
に
発

現
す

る
便
益

を
、

社
会
的

割
引

率
(
４
％

)
で

割
り
引

い
た

上
で
集

計
・

評
価
期

間
後

に
生
じ

る
残

存
価
値

を
算

定


費

用
の
整

理
・

今
後
見

込
ま

れ
る
事

業
費

、
維
持

管
理

費
に

つ
い

て
は

社
会

的
割

引
率

（
４

％
）

に
よ

っ
て

割
り

引
い
た

上
で

集
計

し
、

現
在
価

値
化

項
目

全
体

事
業

便
益
(B
1
)

1
8,
4
92
 億

円

残
存
価
値
(
B
2
)

1
2
 
億
円

総
便
益
(B
=B

1+
B
2)

1
8,
5
04
 億

円

建
設
費
(C
1)

3
,5
8
8 
億
円

維
持
管
理
費
(
C
2
)

1
3
1
 
億
円

総
費
用
(C
=C

1+
C
2)

3
,7
2
0 
億
円

便
益

比
5
.
0

全
体

事
業

対
象

期
間

（
49

年
間

）

便
益
（
現
在
価
値
化
）
：
18

,4
92

億
円

事
業
費
（
現
在
価
値
化
）
：
3,

58
8億

円

維
持

管
理

費
拡

大
図

全
体
事
業
対
象
期
間
後
評

価
期

間

（
50

年
間
）

年
次

基
準

年
度

：
平

成
2
8
年

度

維
持
管
理
費
（
現
在
価
値
化
）
：
13

1億
円

※
全
体
事
業
：
S
4
5
年
度
～
H
3
0
年
度
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全
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
放

水
路

）

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

3
7
,
09

6世
帯

浸
水

面
積

3
,
8
94
h
a

被
害

額
6
,
4
60
億

円

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

3
5
,
08

0世
帯

浸
水

面
積

2
,
7
45
h
a

被
害

額
6
,
0
61
億

円

事
業

実
施

前
事

業
実

施
後

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

（
下

牧
地

点
で
年

超
過

確
率

1
/
5
0
程

度
）
を
対

象
に
し
た
被

害
の

軽
減

状
況

河
道

：
百
間
川

平
成
9
年
度
時
点

：
旭

川
平
成
2
8
年
度
時
点

分
流
部

：
改

築
前

河
口
水
門

：
増

設
前

河
道

：
百
間
川

河
川

整
備

計
画
河
道

：
旭

川
平
成
2
8
年
度
時
点

分
流
部

：
改
築
後

河
口
水
門

：
増
設
後

事
業

実
施

後
に
浸

水
が

解
消

さ
れ

る
地

域

事
業

実
施

後
に
浸

水
が

軽
減

さ
れ

る
地

域

※
全
体
事
業
：
S
4
5
年
度
～
H
3
0
年
度
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被
害

額
（
百
万
円
）

事
業

を
実

施

し
な

い
場

合

①

事
業

を
実

施

し
た

場
合

②

軽
減

額

③
＝

①
－

②

6
2
3
,
7
3
7

2
3
,
5
7
5

7
1
,
1
0
0

1
/
1
5
0

0
.
0
0
6
7

1
,
4
6
1
,
3
1
1

1
,
3
9
0
,
2
1
1

7
7
,
7
8
7

7
4
,
4
4
3

0
.
0
0
3
3

2
4
8

3
6
,
6
9
8

1
/
2
0

0
.
0
5
0
0

5
7
4
,
8
2
0

5
2
0
,
0
4
5

5
4
,
7
7
5

2
5
1
,
4
9
7

0
.
0
5
0
0

1
2
,
5
7
5

3
4
,
9
8
6

1
/
1
0
0

0
.
0
1
0
0

9
5
5
,
5
2
6

8
7
7
,
7
3
9

5
0
,
6
8
1

0
.
0
0
2
5

1
2
7

3
6
,
4
5
0

1
/
8
0

0
.
0
1
2
5

6
4
7
,
3
1
2

1
/
1
0

0
.
1
0
0
0

4
4
8
,
2
1
9

0
4
4
8
,
2
1
9

1
/
3
0

0
.
0
3
3
3

5
9
6
,
0
5
0

5
6
0
,
4
0
2

4
5
,
2
1
1

0
.
0
1
6
7

1
/
5
0

0
.
0
2
0
0

6
3
0
,
8
4
1

6
0
6
,
0
9
5

3
5
,
6
4
7

2
4
,
7
4
6

2
4
,
1
6
0

0
.
0
0
7
5

1
8
1

3
6
,
3
2
3

3
0
,
1
9
7

0
.
0
1
3
3

4
0
3

3
6
,
1
4
2

7
5
4

3
5
,
7
3
9

2
2
4
,
1
0
9

0
.
1
0
0
0

2
2
,
4
1
1

2
2
,
4
1
1

1
/
5

0
.
2
0
0
0

0
0

0

年
平
均

被
害
額
の
累
計

＝
平
均

被
害
軽
減
期
待

額

（
百
万
円
）

流
量
規
模

年
平
均

超
過
確
率

区
間

平
均

被
害
額

④

区
間
確
率

⑤

年
平
均
被
害
額

④
×
⑤

0
.0
0
0

0
.0
5
0

0
.1
0
0

0
.1
5
0

0
.2
0
0

1
/
0

1
/
1
0

1
/
2
0

1
/
3
0

1
/
4
0

1
/
5
0

1
/
6
0

1
/
7
0

1
/
8
0

1
/
9
0

1
/
1
00

1
/
1
10

1
/
1
20

1
/
1
30

1
/
1
40

1
/
1
50

0

5
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

1
/
0

1
/
1
0

1
/
2
0

1
/
3
0

1
/
4
0

1
/
5
0

1
/
6
0

1
/
7
0

1
/
8
0

1
/
9
0

1
/
1
0
0

1
/
1
1
0

1
/
1
2
0

1
/
1
3
0

1
/
1
4
0

1
/
1
5
0

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
放

水
路

）

①
便

益
の

算
出

方
法

■
計

画
規

模
（

年
超

過
確

率
1
/
1
5
0
）

を
最

大
と

し
て

検
討

（
無

害
流

量
、

1
/
1
0
年

、
1
/
2
0
年

、
1
/
3
0
年

、
1
/
5
0
年

、
1
/
8
0
年

、
1
/
1
0
0
年

、
1
/
1
5
0
年

）
■

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

は
約

3
6
7
億

円

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

事
業
を
実

施
し
な
い
場
合

①

事
業
を
実

施
し
た
場

合
②

軽
減
額

③
＝
①

－
②

発
生

頻
度

多
い

発
生

頻
度

少
な
い

被
害

小
さ
い

被
害

大
き
い

年
超
過
確
率

被
害
額
（
百
万
円
）

（
無
害
流
量
）

確
率
規
模 年
超

過
確
率

※
残
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
3
0
年
度
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-
2
0
,0
0
0

-
1
0
,0
0
00

1
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

H
2
8

H
3
3

H
3
8

H
4
3

H
4
8

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
7
3

H
7
8

（
百
万
円
）

便益（B)

（年平均被害軽減期待額）

費用（C)

（事業費+維持管理費）

3
,0
0
0

2
,5
0
0

2
,0
0
0

1
,5
0
0

1
,0
0
0

5
0
00

H
2
8

H
3
3

H
3
8

H
4
3

H
4
8

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
7
3

H
7
8

便
益

（
各
年
度

価
格
）

事
業

費
（
各
年

度
価
格

）

維
持

管
理
費

（
各
年
度

価
格
）

便
益

（
現
在
価

値
化
）

事
業

費
（
現
在

価
値
化

）
維
持

管
理
費

（
現
在
価

値
化

）

5
0
0

4
0
0

3
0
0

2
0
0

1
0
00

費用（C）

維持管理費

（
百
万
円
）

残
事

業
の
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）
の
算

出
（
旭

川
放

水
路

）

費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出


便

益
の
整

理
・

①
で
算

出
し

た
評
価

期
間

中
に
発

現
す

る
便
益

を
、

社
会
的

割
引

率
(
４
％

)
で

割
り
引

い
た

上
で
集

計
・

評
価
期

間
後

に
生
じ

る
残

存
価
値

を
算

定


費

用
の
整

理
・

今
後
見

込
ま

れ
る
事

業
費

、
維
持

管
理

費
に

つ
い

て
は

社
会

的
割

引
率

（
４

％
）

に
よ

っ
て

割
り

引
い
た

上
で

集
計

し
、

現
在
価

値
化

項
目

全
体

事
業

便
益
(B
1
)

7
,2
9
0 
億
円

残
存
価
値
(
B
2
)

0
.
3
 
億
円

総
便
益
(B
=B

1+
B
2)

7
,2
9
0 
億
円

建
設
費
(
C
1
)

1
8
 
億
円

維
持
管
理
費
(
C
2
)

3
1
 
億
円

総
費
用
(C
=C

1+
C
2)

5
0
 
億
円

便
益

比
1
4
6
.
6

残
事

業
対

象
期

間

（
2年

間
）

便
益
（
現
在
価
値
化
）
：
7,

29
0億

円

維
持
管
理
費
（
現
在
価
値
化
）
：
31

億
円

事
業
費
（
現
在
価
値
化
）
：
18

億
円

維
持

管
理

費
拡

大
図

残
事
業
対
象
期
間
後
評
価
期
間

（
50

年
間
）

基
準

年
度

：
平
成

2
8
年
度

※
残
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
3
0
年
度
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残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
旭

川
放

水
路

）

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

3
5
,
77

7世
帯

浸
水

面
積

2
,
8
24
h
a

被
害

額
6
,
3
08
億

円

事
業

実
施

前
事

業
実

施
後

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

（
下

牧
地

点
で
年

超
過

確
率

1
/
5
0
程

度
）
を
対

象
に
し
た
被

害
の

軽
減

状
況

河
道

：
百
間
川

平
成
2
8
年
度
時
点

：
旭

川
平
成
2
8
年
度
時
点

分
流
部

：
改

築
前

河
口
水
門

：
増

設
後

河
道

：
百
閒
川

河
川

整
備

計
画
河
道

：
旭

川
平
成
2
8
年
度
時
点

分
流
部

：
改
築
後

河
口
水
門

：
増
設
後

項
目

想
定
被
害

浸
水

世
帯

3
5
,
08

0世
帯

浸
水

面
積

2
,
7
45
h
a

被
害

額
6
,
0
61
億

円

事
業

実
施

後
に
浸

水
が

軽
減

さ
れ

る
地

域

※
残
事
業
：
H
2
9
年
度
～
H
3
0
年
度
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参
考

：
貨

幣
換

算
が
困

難
な
効

果
等

に
よ
る
評

価
（
旭

川
放

水
路

）

■
「
水
害
の
被
害
指
標
分
析
の
手
引
き
」
に

準
じ
て
河
川
整
備
に
よ
る
「
人
的
被
害
」
と
「
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
停
止
に
よ
る
波
及
被
害
」
の
軽
減
効
果
を
算
定
し
た
。

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

（下
牧
地
点
で
年
超
過
確
率
1
/
5
0
程
度
）
に
対
し
て
評
価
を
実
施
し
た
。

■
昭
和

4
7
年

7
月
洪
水
が
発
生
し
た
場
合
、
旭
川
流
域
で
想
定
死
者
数
（
避
難
率

0
％
）

5
5
人
、
電
力
停
止
に
よ
る
影
響
人
口
が

3
3
,
8
1
0
人
と
想
定
さ
れ
る
が
、
事
業

実
施
に

よ
り
被
害
は
軽
減
さ
れ
る
。

想
定

死
者
数

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

に
お
け
る
想

定
死

者
数

電
力

の
停

止
に
よ
る
影

響
人

口

「
電

力
が

停
止

す
る
浸

水
深

」
の
考
え
方

浸
水

に
よ
り
停

電
が

発
生

す
る
住

宅
等

の
居

住
者

数
を
推

計
す
る
。

・
浸

水
深

7
0
c
m
で
コ
ン
セ
ン
ト
（
床

高
5
0
c
m
+
コ
ン
セ
ン
ト
設

置
高

2
0
c
m
）
に
達

し
、
屋

内
配

線
が

停
電

す
る
。

・
浸

水
深

1
0
0
c
m
以

上
で
、
地

上
に
設

置
さ
れ

た
受

変
電

設
備

（
6
,6
0
0
V
等

の
高

圧
で
受

電
し
た
電
気

を
使

用
に
適

し
た
電

圧
ま
で
降

下
さ
せ

る
設

備
）
及

び
地

中
線

と
接

続
さ
れ

た
路

上
開

閉
器

が
浸

水
す
る
た
め
、
集

合
住

宅
等

の
棟

全
体

が
停

電
す
る
場

合
が

あ
る
。

・
浸

水
深

3
4
0
c
m
以

上
で
、
受

変
電

設
備

等
の

浸
水

に
よ
り
、
棟

全
体

が
停

電
と
な
ら
な
い
集

合
住

宅
に
お
い
て
は
、
浸
水

深
に
応
じ
て
階
数

毎
に
停
電

が
発
生

す
る
。

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

に
お
け
る
電

力
の

停
止

に
よ
る
影

響
人

数

（
整

備
前

）
浸

水
面

積
：
3,
8
9
4h

a

湛
水
深

　
2
.3
m
未
満

　
2
.3
～
5
.0
m
未
満

　
（
1
階
危
険
水
位
）

　
5
.0
～
7
.7
m
未
満

　
（
2
階
危
険
水
位
）

　
7
.7
m
以
上

「
想

定
死

者
数

」
の
考
え
方

浸
水

に
よ
る
想

定
死

者
数

を
避

難
率

別
に
推

計
す
る
。

・
計

算
メ
ッ
シ
ュ
毎

に
、
年

齢
別

（
6
5
歳

以
上

、
未

満
）
、
居

住
す
る
住

宅
の

階
数

別
（
1
階

、
2
階

、
3
階

以
上

）
に
分

類
し
た
人

口
に
危

険
度

を
乗

じ
た
値

の
総

和
か

ら
想
定

死
者

数
を
算

出
す
る
。

・
既

往
水

害
に
お
け
る
避

難
率

は
大

き
な
幅

が
あ
る
た
め
、
避

難
率

は
0
%
、
4
0
%
、
8
0
%
の

3
つ
の

ケ
ー

ス
を
設

定
す
る
。

（
整

備
後
）

浸
水

面
積

：
2,
7
4
5h

a

（
整

備
前
）

浸
水

面
積

：
3,
8
9
4h

a
（
整

備
後

）
浸

水
面

積
：
2,
7
4
5h

a

湛
水
深

　
0
.7
m
未
満

　
0
.7
～

1
.0
m
未
満

　
1
.0
～

3
.4
m
未
満

　
3
.4
～

5
.0
m
未
満

　
5
.0
m
以
上

55
 

36
 

12
 

46
 

30
 

10
 

02040608010
0

避
難
率
0%

避
難
率
40

%
避

難
率
80

%

事
業
実
施

前

事
業
実
施

後
想
定
死
者
数

33
,8
10

32
,4
34

31
,5
00

32
,0
00

32
,5
00

33
,0
00

33
,5
00

34
,0
00

事
業
実

施
前

事
業

実
施
後

（
人
）

影
響
人
口
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参
考

：
旭

川
放

水
路

の
前

回
評

価
時

と
の
比

較

◆
前

回
評

価
時

と
の

比
較

時
点

備
考

前
回
評
価

(
平
成
2
5
年
度
再
評
価
)

今
回
評
価

(
平
成
2
8
年
度
再
評
価
)

事
業
諸
元

築
堤
、
掘
削
、
分
流
部
改
築
、

百
間
川
河
口
水
門
増
設
等

同
左

・
百
間
川
河
口
水
門
は
平
成
2
7
年
3
月
に
完
成

事
業
期
間

昭
和
4
5
年
度
～
平
成
3
0
年
度
(
予
定
)

（
4
9
ヶ
年
）

同
左

全
体
事
業
費

約
8
9
0
億
円

（
消
費
税
含
む
）

約
9
0
3
億
円

（
消
費
税
含
む
）

総
便
益
（
Ｂ
）

約
1
4
,
9
0
2
億
円

（
消
費
税
含
む
）

約
1
8
,
5
0
4
億
円

（
消
費
税
控
除
）

・
資
産
デ
ー
タ
の
更
新

国
勢
調
査
（
H
1
7
→
H
2
2
）

事
業
所
（
H
1
8
→
H
2
4
）

延
床
面
積
（
H
1
7
→
H
2
2
）

・
各
種
資
産
評
価
単
価
の
更
新

（
H
2
4
.
2
→
H
2
8
.
3
）

・
今
回
評
価
で
は
消
費
税
を
控
除
（
※
1
）

総
費
用
（
Ｃ
）

約
3
,
0
3
7
億
円

（
消
費
税
含
む
）

約
3
,
7
2
0
億
円

（
消
費
税
控
除
）

・
事
業
費
の
見
直
し

・
今
回
評
価
で
は
消
費
税
を
控
除
（
※
2
）

費
用
対
効
果

(
Ｂ
／
Ｃ
)

4
.
9

5
.
0

※
1
：
「
各

種
資

産
評

価
単
価

及
び
デ
フ
レ
ー
タ
ー
（
平
成

2
8
年
3
月
改

正
）
」
に
よ
り
消

費
税
を
控

除
※

2
：
平

成
2
8
年

4
月

5
日

事
務
連

絡
「
費

用
便

益
分
析
の
費
用
算
定
に
お
け
る
消
費
税
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
（
通
知
）
」
に
基
づ
き
消

費
税
を
控

除

－ 42 －



費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

参
考

：
旭

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
感

度
分

析
）

◆
残

事
業

費
、
残

工
期

、
資

産
を
個

別
に
±

1
0
%
変

動
さ
せ

て
、
費

用
対

便
益

比
（
B
/
C
）
を
算

定
し
、
感

度
分

析
を
行

っ
た
。

事
業
名

区
分

旭
川
直
轄
河
川
改
修
事
業
の
費
用
便
益
比
（
Ｂ
／
Ｃ
）

基
本

残
事
業
費

残
工
期

資
産

+
1
0
%

-
1
0
%

+
1
0
%

-
1
0
%

+
1
0
%

-
1
0
%

旭
川
直
轄
河
川
改
修
事
業

全
体
事
業

6
2
.2

6
0
.3

6
4
.2

6
2
.7

6
1
.6

6
8
.2

5
6
.2

残
事
業

1
0
9
.4

1
0
2
.4

1
1
7
.4

1
1
0
.0

1
0
8
.6

1
1
9
.9

9
8
.8

旭
川
放
水
路

全
体
事
業

5
.0

5
.0

5
.0

4
.9

5
.1

5
.4

4
.5

残
事
業

1
4
6
.6

1
4
1
.3

1
5
2
.2

1
4
4
.9

1
5
1
.8

1
6
0
.7

1
3
2
.4
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旭川直轄河川改修事業

旭川直轄河川改修事業（旭川放水路）

〔岡山県への意見照会と回答〕
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（別紙）

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

旭川直轄河川改修事業 継続

旭川直轄河川改修事業（旭川放水路） 継続

■ご意見の送付期限　：　平成２８年１０月６日（木）までにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　※様式自由

■送付先・お問い合わせ先

　　中国地方整備局　企画部企画課

　　　　　課長補佐　藤原　（内線：３１５３）

　　　　　施策分析評価係長　藤野　（内線：３１８６）

　　ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表）

　　ＦＡＸ：０８２－２２７－２６５１

　　〒730-8530　広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る対応方針（原案）を
　作成するためのものです。
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